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ま え が き  

 

 

こ の「 財政事情の公表」 は、 町民の皆様に基山町の財政がど のよ う

に運営さ れ、 ど のよ う な 状況にある のかを 知っ て いた だく ために毎年

２ 回（ ５ 月及び 11 月） 行っ て いる も ので す｡ 

今回は、 令和４ 年度の決算、 令和５ 年度の９ 月ま での補正予算及び

予算の執行状況な ど について 、 その概要を 掲載し て いま す。  

 

 本町において 、 令和４ 年度決算で は、 歳入が前年度よ り ５ 億６ 千３

百万円減の 90 億５ 百万円、 歳出が５ 億５ 千万円減の 87 億２ 千万円と

な り 、 形式収支は約２ 億８ 千７ 百万円と な り ま し た。 各種交付金、 国

庫支出金、 財産収入、 町債の減少が歳入の主な減少の要因と な っ てい

ま す。 ま た、 子育て 世帯への臨時特別給付金事業、 住民税非課税世帯

等に対する 臨時特別給付金事業等の扶助費、 三国・ 丸林線道路改良工

事の事業費減や公立小学校の大規模改造工事がな かっ たこ と が歳出の

主な 減少の要因と な っ て いま す。  

財務指標について は、経常収支比率 91. 6％、実質公債費比率 7. 0％、

将来負担比率な し と なっ て いま す。  

な お、 令和５ 年度一般会計の９ 月補正予算段階で の歳入歳出予算は

前年度の同時期よ り ５ 億７ 千万円増の 89 億６ 千万円、令和４ 年度末の

町債残高について は前年度よ り 約３ 億８ 千万円減の約 63 億５ 千万円

と な っ て いま す。  

 

今後と も 、 収支バラ ン ス に留意し 健全な財政運営に努めて ま いり ま

すので 、 町民の皆様におかれま し て も 、 町政発展及び財政健全化のた

め、 よ り 一層のご 協力、 ご 支援を お願い申し 上げま す。  
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Ⅰ． 令和４ 年度決算状況 

 

一  般  会  計 

 

１  決算の概要 

令和４ 年度は、「 新型コ ロナウイルス感染症対策の徹底と ポスト コ ロナへの適切な対応」

と し て、 引き続き新型コ ロナウイ ルス感染症の予防、 拡大防止、 ワク チン接種に取り 組

みまし た。 また、 ウィ ズコ ロナ的視点により 、 子育て、 人材育成の重要性を再認識し 、

既存の事業の見直し や新たな事業を展開する「 更なる子育ての支援の充実」 やゼロカー

ボンシティ を目指し て「 脱炭素社会の構築に向けての環境対策への取組」 など各分野の

事業へ積極的に取り 組みまし た。 具体的には、 ①集団接種及び個別接種による新型コ ロ

ナウイ ルスワク チン接種事業、 ②子育て世帯への支援やプレミ アム付商品券事業等の新

型コ ロナウイ ルス感染症対応地方創生臨時交付金事業、 ③住民税非課税世帯等への電

力・ ガス・ 食料品等価格高騰による給付金事業、 ④きやまっ ぷの構築、 ⑤18 歳以下の子

ども の医療費の完全無料化、 ⑥再生可能エネルギー発電設備と 電気自動車の導入、 等々

の取組を行いまし た。  

それでは、 歳入歳出決算について前年度比較での増減の主なも のを申し 上げます。  

まず、 歳入につきまし ては、 町税では町民税、 固定資産税の収入増により 75, 013千

円の増と なっ ています。  

次に、 地方交付税では国の地方財政対策等により 32, 390千円の増と なっ ています。  

次に、 国庫支出金では子育て世帯への臨時特別給付金給付事業の完了に伴う 反動減

等により 411, 326千円の減と なっ ています。  

次に、 県支出金では衆議院議員選挙委託金、 県知事選挙委託金の増加等により 40, 988

千円の増と なっ ています。  

次に、 寄附金ではふるさ と 応援寄附金の減少等により 36, 082千円の減と なっ ていま

す。  

次に、 諸収入ではプレミ アム付商品券事業の事業費規模の拡大に伴う 販売代金の増

等により 34, 384千円の増と なっ ています。  

次に、 町債では道路整備事業に係る道路事業債及び臨時財政対策債の減少により

451, 595千円の減と なっ ています。  

一方、 歳出につきまし ては、 総務費で財政調整基金や減債基金等への積立金の減少

により 267, 625千円の減と なっ ています。  

次に、 民生費では子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費の減少等により 109, 587

千円の減と なっ ています。  

次に、 衛生費では新型コ ロナウイルスワク チン接種事業費の減少等により 27, 056千

円の減と なっ ています。  

次に、 商工費ではプレミ アム付商品券事業等の増加により 68, 795千円の増と なっ て

います。  

次に、 土木費では町道三国・ 丸林線道路改良事業や公園施設長寿命化事業等の社会

資本整備総合交付金事業の事業費減により 267, 307千円の減と なっ ています。  

最後に、 繰越明許費にて地域医療介護総合確保基金事業、 社会資本整備総合交付金事
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業（ 道路） 等６ 事業88, 614千円を次年度へ繰り 越し ています。  

 

２  決算規模  

令和４ 年度決算額は、 歳入総額9, 004, 875千円、 歳出総額8, 717, 961千円で、 前年度決

算額に比べて歳入は5. 9％、 歳出は6. 0％の減と なっ ています。  

こ れを前年度決算の対前年度伸び率( 歳入14. 0％減、 歳出14. 8％減) と 比較すると 、 歳

入で8. 1ポイント 、 歳出で8. 8ポイ ント の増と なっ ています。  

 

３  決算収支の状況  

形式収支額（ 歳入歳出差引額） は286, 914千円の黒字で、 その内、 翌年度に繰り 越すべ

き財源は5, 446千円で、 実質収支額は281, 468千円と なっ ています。  

また、実質収支額から 前年度実質収支額を差し 引いた単年度収支額は7, 048千円、実質

単年度収支額は147, 081千円と なっ ています。  

実質収支の状況については、 次のと おり です。  

 

実質収支の状況                    （ 単位： 千円）  

 令和３ 年度 令和４ 年度 

歳入総額 9, 567, 822 9, 004, 875 

歳出総額 9, 269, 957 8, 717, 961 

形式収支額 297, 865 286, 914 

翌年度に繰り 越すべき財源 23, 445 5, 446 

実質収支額 274, 420 281, 468 

前年度実質収支額 194, 330 274, 420 

単年度収支額 80, 090 7, 048 

実質単年度収支額 499, 357 147, 081 

 

過去10年間の決算収支額の推移は、 次のと おり です。  

収支の推移                       （ 単位： 千円）  

年度 形 式 収 支 実 質 収 支 単 年 度 収 支 

25 184, 372 82, 619 △65, 786 

26 297, 868 195, 399 112, 780 

27 212, 822 186, 583 △8, 816 

28 272, 239 232, 210 45, 627 

29 163, 999 140, 545 △91, 665 

30 380, 310 151, 638 11, 093 

元 315, 259 108, 990 △42, 648 
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２  244, 930 194, 330 85, 340 

３  297, 865 274, 420 80, 090 

４  286, 914 281, 468 7, 048 

 

４  歳入の状況  

令和４ 年度一般会計歳入決算額は9, 004, 875千円で 、 令和３ 年度決算額に比べて

562, 947千円の減になっ ています。前年度と 比較し て主な増収と し ては、町税75, 013千円、

県支出金40, 988千円、 繰入金107, 902千円、 繰越金52, 935千円、諸収入34, 384千円の増と

なっ ています。また、主な減収と し ては、国庫支出金411, 326千円、財産収入14, 263千円、

寄附金36, 082千円、 町債451, 595千円の減と なっ ています。  

 

歳入の決算額、 構成比及び伸び率は、 次のと おり です。  

                            （ 単位： 千円、 ％）  

 令和３ 年度 令和４ 年度 
伸 率 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 

町 税 2, 415, 296 25. 3 2, 490, 309 27. 7 3. 1 

地 方 譲 与 税 58, 764 0. 6 58, 940 0. 7 0. 3 

利 子 割 交 付 金 1, 709 0. 0 870 0. 0 △49. 1 

配 当 割 交 付 金 8, 817 0. 1 7, 024 0. 1 △20. 3 

株式等譲渡所得割交付金 8, 993 0. 1 6, 011 0. 1 △33. 2 

法人事業税交付金 35, 432 0. 4 36, 428 0. 4 2. 8 

地方消費税交付金 404, 002 4. 2 421, 416 4. 7 4. 3 

環境性能割交付金 3, 512 0. 0 4, 330 0. 0 23. 3 

地方特例交付金 32, 888 0. 3 25, 144 0. 3 △23. 5 

地 方 交 付 税 1, 499, 786 15. 7 1, 532, 176 17. 0 2. 2 

交通安全対策特別交付金 2, 350 0. 0 2, 085 0. 0 △11. 3 

分担金及び負担金 31, 725 0. 3 26, 681 0. 3 △15. 9 

使用料及び手数料 127, 258 1. 3 133, 228 1. 5 4. 7 

国 庫 支 出 金 1, 842, 188 19. 3 1, 430, 862 15. 9 △22. 3 

県 支 出 金 576, 017 6. 0 617, 005 6. 8 7. 1 

財 産 収 入 18, 522 0. 2 4, 259 0. 0 △77. 0 

寄 附 金 945, 728 9. 9 909, 646 10. 1 △3. 8 

繰 入 金 400, 199 4. 2 508, 101 5. 6 27. 0 

繰 越 金 244, 930 2. 6 297, 865 3. 3 21. 6 

諸 収 入 270, 048 2. 8 304, 432 3. 4 12. 7 

町 債 639, 658 6. 7 188, 063 2. 1 △70. 6 
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歳 入 合 計 9, 567, 822 100. 0 9, 004, 875 100. 0 △5. 9 

 

( １ )  町税  

町税の決算額は2, 490, 309千円で、 前年度に比べて75, 013千円の増になっ ていま

す。 増収の主なも のは、 法人町民税29, 018千円増（ 13. 6％増）、 固定資産税20, 934千

円（ 1. 7％増） と なっ ています。  

町税の歳入全体に占める割合は27. 7％で、 町税の各税目別の決算状況は、 次のと

おり です。  

 

町税決算の状況                        （ 単位： 千円、 ％）  

年 度 令和３ 年度 令和４ 年度 比 較 

区分 
税目 

決算額 徴収率 構成比 決算額 徴収率 構成比 金額 伸率 

町民税 1,005,452 98.1 41.6 1,042,563 98.0 41.9 37,111 3.7 

 個 人 792,221 97.8 32.8 800,314 97.5 32.2 8,093 1.0 

 法 人 213,231 99.2 8.8 242,249 99.7 9.7 29,018 13.6 

固定資産税 1,229,248 99.2 51.0 1,250,134 99.0 50.2 20,886 1.7 

 固定資産 1,228,414 99.2 50.9 1,249,348 99.0 50.2 20,934 1.7 

 交付金 834 100.0 0.1 786 100.0 0.0 △48 △5.8 

軽自動車税 53,611 97.1 2.2 56,724 97.1 2.3 3,113 5.8 

 環境性能割 1,690 100.0 0.1 2,742 100.0 0.1 1,052 62.2 

 種別割 51,921 97.0 2.1 53,982 97.1 2.2 2,061 4.0 

町たばこ 税 126,393 100.0 5.2 139,677 100.0 5.6 13,284 10.5 

入湯税 592 100.0 0.0 1,211 100.0 0.0 619 104.6 

合 計 2,415,296 98.7 100.0 2,490,309 98.6 100.0 75,013 3.1 

 

①  町民税 

町民税のう ち個人分の決算額は800, 314千円で、 前年度に比べて8, 093千円の増で、

対前年度比は1. 0％の増と なっ ています。  

個人町民税の納税義務者の構成は、 次のと おり です。  

                                    （ 単位： ％） 

区 分 
人 員 所 得 額 税 額 

令和３ 年度 令和４ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 

給 与 78. 5 78. 5 82. 7 82. 5 83. 1 82. 7 

営 業 2. 8 2. 6 3. 7 3. 7 4. 1 4. 2 

農 業 0. 1 0. 1 0. 1 0. 1 0. 1 0. 1 
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その他 17. 4 17. 8 12. 0 12. 2 9. 5 9. 5 

分 離 1. 2 1. 0 1. 5 1. 5 3. 2 3. 5 

合 計 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 

 

法人分の決算額は242, 249千円で、前年度に比べて29, 018千円の増で、対前年度比

は13. 6％の増と なっ ています。  

法人町民税の均等割区分の構成は、 次のと おり です。  

                          （ 単位： 千円、 社、 ％）  

区 分 令和３ 年度 令和４ 年度 事業所数 

増 減 法人区分 均等割額 事業所数 構成比 事業所数 構成比 

１ 号法人 60  245 59. 8 244 58. 8 △1 

２ 号法人 144  3 0. 7 3 0. 7 0 

３ 号法人 156  68 16. 6 74 17. 8 6 

４ 号法人 180  12 2. 9 12 2. 9 0 

５ 号法人 192  32 7. 8 33 8. 0 1 

６ 号法人 480  4 1. 0 3 0. 7 △1 

７ 号法人 492  37 9. 0 37 8. 9 0 

８ 号法人 2, 100  4 1. 0 4 1. 0 0 

９ 号法人 3, 600  5 1. 2 5 1. 2 0 

合計 410 100. 0 415 100. 0 5 

 

②  固定資産税 

決算額は1, 250, 134千円で、 前年度に比べて20, 886千円の増と なっ ています。  

主な理由は、土地及び家屋の課税標準額の増のよるも ので、対前年度比は1. 7％の

増と なっ ています。  

 

③  軽自動車税 

決算額は56, 724千円で、 前年度に比べて3, 113千円の増と なっ ています。  

主な理由は、 登録台数の増によるも のです。  

 

④  町たばこ 税  

決算額は139, 677千円で、 前年度に比べて13, 284千円の増と なっ ています。  

主な理由は、 販売本数の増によるも のであり 、 町たばこ 税の決算状況は、 次のと

おり です。  

                               （ 単位： 本、 千円、 ％）  

区 分 令和３ 年度 伸率 令和４ 年度 伸率 
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本 数 20, 032, 465 0. 3 21, 318, 307 6. 4 

税 額 126, 393 7. 7 139, 677 10. 5 

 

⑤  入湯税 

決算額は1, 211千円で、 前年度に比べて619千円の増と なっ ています。  

町内には２ 施設があり 、 入湯税の決算状況は、 次のと おり です。  

                             （ 単位： 人、 千円、 ％）  

令和３ 年度 令和４ 年度 

人員 決算額 伸率 人員 決算額 伸率 

8, 455 592 68. 2 17, 295 1, 211 104. 6 

 

（ ２ ）  地方譲与税   

    決算額は58, 940千円で、 前年度に比べて176千円の増と なっ ています。  

 地方譲与税の内訳                        （ 単位： 千円、 ％） 

区分 令和３ 年度 Ａ  令和４ 年度Ｂ 比較 Ｂ －Ａ  伸率 

地方揮発油譲与税 14, 334 13, 707 △627 △4. 4 

自動車重量譲与税 40, 984 41, 029 45 0. 1 

森林環境譲与税 3, 446 4, 204 758 22. 0 

計 58, 764 58, 940 176 0. 3 

 

（ ３ ）  利子割交付金  

    決算額は870千円で、 前年度に比べて839千円の減と なっ ています。   

 

（ ４ ）  配当割交付金  

    決算額は7, 024千円で、 前年度に比べて1, 793千円の減と なっ ています。  

 

（ ５ ）  株式等譲渡所得割交付金  

    決算額は 6, 011 千円で、 前年度に比べて 2, 982 千円の減と なっ ています。  

 

（ ６ ）  法人事業税交付金  

    決算額は 36, 428 千円で、 前年度に比べて 996 千円の増と なっ ています。  

 

（ ７ ）  地方消費税交付金  

    決算額は421, 416千円で、 前年度に比べて17, 414千円の増と なっ ています。  

 

（ ８ ）  環境性能割交付金 

    決算額は4, 330千円で、 前年度に比べて818千円の増と なっ ています。  
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（ ９ ）  地方特例交付金  

    決算額は 25, 144 千円で、 前年度に比べて 7, 744 千円の減と なっ ています。  

（ 10）  地方交付税  

決算額は 1, 532, 176 千円で、 前年度に比べて 32, 390 千円の増と なっ ています。  

コ ロナ禍の影響を 踏まえた臨時経済対策費と 特別交付税の増額があっ たこ と に

よるも のです。  

 

地方交付税の内訳                       （ 単位： 千円、 ％）  

年

度 

普  通  交  付  税 
特別交付税 

需 要 額 収 入 額 調整額 交 付 額 

金 額 伸 率 金 額 伸 率 金額 金 額 伸 率 金額 伸 率 

30 3, 102, 688 △0. 2 2, 145, 438 △0. 1 ― 957, 250 △0. 1 160, 775 10. 9 

元 3, 136, 575 1. 1 2, 144, 077 △0. 1 △2,762 989, 736 3. 4 131, 622 △18. 1 

２  3, 316, 885 5. 7 2, 265, 771 5. 7 △1,695 1, 049, 419 6. 0 132, 264 0. 5 

３  3, 556, 696 7. 2 2, 191, 680 △3. 3 ― 1, 365, 016 30. 1 134, 770 1. 9 

４  3, 687, 412 3. 7 2, 314, 815 5. 6 ― 1, 372, 597 0. 6 159, 579 18. 4 

 

（ 11）  交通安全対策特別交付金  

決算額は2, 085千円で、 前年度に比べて265千円の減と なっ ています。  

 

（ 12）  分担金及び負担金  

決算額は26, 681千円で、 前年度に比べて5, 044千円の減と なっ ています。  

 

分担金及び負担金の内訳                   （ 単位： 千円、 ％） 

区  分 令和３ 年度 Ｂ  令和４ 年度 Ａ  比 較 Ｂ －Ａ  伸率 

分 担 金 203 2, 077 1, 874 923. 2 

負 担 金 31, 522 24, 604 △6, 918 △21. 9 

計 31, 725 26, 681 △5, 044 △15. 9 

 

（ 13）  使用料及び手数料  

決算額は133, 228千円で、 前年度に比べて5, 970千円の増と なっ ています。  

使用料及び手数料の内訳                      （ 単位： 千円、 ％） 

区  分 令和３ 年度 Ａ  令和４ 年度 Ｂ  比 較 Ｂ －Ａ  伸率 

使 用 料 77, 926 83, 601 5, 675 7. 3 

手 数 料 49, 332 49, 627 295 0. 6 

計 127, 258 133, 228 5, 970 4. 7 
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（ 14）  国庫支出金  

    決算額は 1, 430, 862 千円で、 前年度に比べて 411, 326 千円の減と なっ ています。  

    主な理由は、 子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費補助金、 社会資本整備総

合交付金の減によるも のです。  

 

国庫支出金の内訳                      （ 単位： 千円、 ％） 

区    分 令和３ 年度 Ａ  令和４ 年度 Ｂ  比較 Ｂ －Ａ  伸率 

普通建設事業支出金 29, 849 11, 248 △18, 601 △62. 3 

災害復旧事業支出金 20, 463 11, 405 △9, 058 △44. 3 

児 童 保 護 費 負 担 金 256, 242 265, 068 8, 826 3. 4 

委 託 金 5, 492 5, 224 △268 △4. 9 

そ の 他 1, 530, 142 1, 137, 917 △392, 225 △25. 6 

計 1, 842, 188 1, 430, 862 △411, 326 △22. 3 

 

（ 15）  県支出金  

    決算額は617, 005千円で、 前年度に比べて40, 988千円の増と なっ ています。  

        主な理由は、 林道施設現年発生災害復旧費補助金、 衆議院議員選挙委託金、 県知

事選挙委託金、 県議会議員選挙委託金の増によるも のです。  

 

県支出金の内訳                           （ 単位： 千円、％）  

区    分 令和３ 年度 Ａ  令和４ 年度 Ｂ  比 較 Ｂ－Ａ  伸率 

普通建設事業支出金 23, 491 12, 905 △10, 586 △45. 1 

災害復旧事業支出金 58, 440 73, 252 14, 812 25. 3 

児 童 保 護 費 負 担 金 131, 298 93, 291 △38, 007 △28. 9 

委 託 金 12, 109 14, 339 2, 230 18. 4 

そ の 他 350, 679 423, 218 72, 539 20. 7 

計 576, 017 617, 005 40, 988 7. 1 

 

（ 16）  財産収入  

    決算額は4, 259千円で、 前年度に比べて14, 263千円の減と なっ ています。  

        主な理由は、 土地売払収入の減によるも のです。  

財産収入の内訳                          （ 単位： 千円、 ％）  

区  分 令和３ 年度 Ａ  令和４ 年度 Ｂ  比較 Ｂ －Ａ  伸率 

財 産 運 用 収 入 4, 506 4, 034 △472 △10. 5 

財 産 売 払 収 入 14, 016 225 △13, 791 △98. 4 

計 18, 522 4, 259 △14, 263 △77. 0 
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（ 17）  寄附金  

    決算額は909, 646千円で、 前年度に比べて36, 082千円の減と なっ ています。  

        主な理由は、 ふるさ と 応援寄附金の減によるも のです。  

 

（ 18）  繰入金  

決算額は508, 101千円で、 前年度に比べて107, 902千円の増と なっ ています。  

主な理由は、 ふるさ と 応援寄附基金繰入金の増によるも のです。  

 

（ 19）  繰越金  

    繰越金は、 前年度の剰余金です。 決算額は、 297, 865千円と なっ ており 、 こ の内

23, 445千円が繰越明許費の財源と なっ ています。  

 

（ 20）  諸収入  

    決算額は304, 432千円で、 前年度に比べて34, 384千円の増と なっ ています。  

        主な理由は、 プレミ アム付商品券販売代金の増によるも のです。 また、 基山町ホ

ームページのバナー広告や広報きやまの有料広告などの広告料収入が1, 452千円と

なっ ています。  

 

（ 21）  町債  

    決算額は188, 063千円で、 前年度に比べて451, 595千円の減と なっ ています。  

        主な理由は、 道路整備事業に係る道路事業債及び臨時財政対策債の減によるも の

です。  
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５  歳出の状況  

  令和４ 年度一般会計歳出決算額は8, 717, 961千円で、 前年度に比べて551, 996千円の減

と なっ ています。  

（ １ ）  目的別歳出の状況  

    主な増減のう ち、増加し たも のが商工費68, 795千円、消防費23, 399千円の増など、

減少し たも のが、 総務費267, 625千円、 民生費109, 587千円、 土木費267, 307千円の減

などと なっ ています。  

    目的別歳出の決算額、 構成比及び伸び率は、 次のと おり です。     

（ 単位： 千円、 ％）  

目的別項目 
令和３ 年度 令和４ 年度 

伸 率 
決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 

議 会 費 94, 873 1. 0 95, 843 1. 1 1. 0 

総 務 費 2, 479, 602 26. 8 2, 211, 977 25. 4 △10. 8 

民 生 費 3, 009, 355 32. 5 2, 899, 768 33. 3 △3. 6 

衛 生 費 784, 978 8. 5 757, 922 8. 7 △3. 4 

農 林 水 産 業 費 95, 525 1. 0 99, 086 1. 1 3. 7 

商 工 費 282, 550 3. 0 351, 345 4. 0 24. 3 

土 木 費 762, 694 8. 2 495, 387 5. 7 △35. 0 

消 防 費 257, 534 2. 8 280, 933 3. 2 9. 1 

教 育 費 717, 364 7. 7 685, 757 7. 9 △4. 4 

災 害 復 旧 費 153, 150 1. 7 124, 711 1. 4 △18. 6 

公 債 費 586, 738 6. 3 594, 087 6. 8 1. 3 

そ の 他 45, 594 0. 5 121, 145 1. 4 165. 7 

計 9, 269, 957 100. 0 8, 717, 961 100. 0 △6. 0 

    令和４ 年度決算額を令和５ 年３ 月31日現在の人口17, 516人で除すれば、町民一人当

たり の歳入額は約514千円、 歳出額は約498千円と なり ます。  

    また、 使用目的別に分類すると 、 次のと おり です。     （ 単位： 円）  

使 用 目 的 金 額 使 用 目 的 金 額 

1 町の振興 80, 629 9 老人・ 児童福祉・ 町営住宅 168, 435 

2 町税の確保 5, 959 10 消防・ 防災 16, 377 

3 議会の運営 5, 472 11 教育の振興 33, 055 

4 健康増進・ 保健予防 15, 919 12 スポーツの振興 6, 095 

5 環境整備 27, 351 13 災害復旧 7, 120 

6 観光・ 農林・ 商工の振興 25, 481 14 借入金の償還 33, 917 

7 道路・ 河川の整備 12, 662 15 基金積立 46, 800 

8 都市計画 4, 014 16 下水道 8, 428 
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（ ２ ）  性質別歳出の状況  

    主な増減のう ち、増加し たも のが物件費74, 580千円、補助費等135, 025千円の増な

ど、 減少し たも のが積立金243, 931千円、 投資的経費473, 681千円の減などと なっ て

います。  

    性質別歳出の決算額、 構成比及び伸び率は、 次のと おり です。  

（ 単位： 千円、 ％）   

性質別項目 
令和３ 年度 令和４ 年度 

伸 率 
決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 

義 務 的 経 費 計 3, 865, 808 41. 7 3, 796, 665 43. 5 △1. 8 

 人 件 費 1, 467, 641 15. 8 1, 534, 577 17. 6 4. 6 

扶 助 費 1, 811, 429 19. 6 1, 668, 001 19. 1 △7. 9 

公 債 費 586, 738 6. 3 594, 087 6. 8 1. 3 

物 件 費 1, 466, 691 15. 8 1, 541, 271 17. 7 5. 1 

維 持 補 修 費 93, 540 1. 0 105, 245 1. 2 12. 5 

補 助 費 等 1, 158, 385 12. 5 1, 293, 410 14. 8 11. 7 

積 立 金 1, 093, 660 11. 8 849, 729 9. 8 △22. 3 

投資及び出資金・ 貸付金 42, 931 0. 5 41, 770 0. 5 △2. 7 

繰 出 金 596, 535 6. 4 611, 145 7. 0 2. 4 

投 資 的 経 費 952, 407 10. 3 478, 726 5. 5 △49. 7 

計 9, 269, 957 100. 0 8, 717, 961 100. 0 △6. 0 
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６  新型コ ロナウイルス感染症関連    

令和４ 年度は新型コ ロナウイ ルス感染症拡大により 、 エネルギー・ 食料品等の物価高

騰の影響を受けた生活者や事業者に対するきめ細やかな支援が求めら れ、 新型コ ロナウ

イルス感染症対応地方創生臨時交付金などを活用し たさ まざまな事業を行いまし た。  

主な事業と し ては、 低所得者への支援に加え、 子育て世帯の経済的負担を軽減するた

めの子ども の医療費助成事業や学校給食食材費の補助、 プレミ アム商品券事業による経

済活性化策、 町内の無農薬減農薬農産物の消費啓発支援など、 国や県が実施し ていない

分野への町独自でのきめ細やかな事業を実施し まし た。  

（ 単位： 千円）  

事 業 名 決算額 
財源内訳 

国県支出金 一般財源等 

子育て世帯生活支援特別給付金事業 6, 350 6, 350 0 

電力・ ガス・ 食料品等価格高騰緊急支援給付金事業 62, 482 62, 482 0 

新型コ ロナウイ ルスワク チン接種事業 40, 649 40, 649 0 

新型コ ロナウイ ルスワク チン接種体制確保事業 60, 775 60, 775 0 

新型コ ロナウイ ルス感染症対応地方創生臨時交付

金事業 
408, 687 261, 364 147, 323 

内 

 

 

訳 

 

子ども の医療費助成事業 13, 687 13, 116 571 

新生児特別定額給付金事業 5, 750 5, 271 479 

若基小学校少人数学級実施事業 1, 738 1, 666 72 

新型コ ロナウイ ルス感染症対策施設整備事業 25, 682 24, 612 1, 070 

プレミ アム付商品券事業 133, 286 24, 354 108, 932 

駅コ イ ンロッ カ ー設置事業 912 875 37 

新型コ ロナウイ ルス抗原検査事業 1, 416 1, 357 59 

行政手続非接触化事業 1, 320 1, 265 55 

発熱外来設置事業 1, 874 1, 796 78 

生活支援臨時給付金事業 30, 782 26, 502 4, 280 

地域経済支援事業 13, 677 13, 107 570 

学校等給食食材費補助事業 2, 444 2, 368 76 

地域情報化整備事業 4, 531 4, 342 189 

おも てなし 向上支援事業 4, 719 4, 522 197 

記念品贈呈事業 730 700 30 

新型コ ロナウイ ルス感染症対策施設整備事業

第２ 弾 
2, 125 2, 036 89 

生活支援特別給付金事業 31, 027 28, 642 2, 385 

医療福祉機能維持事業者緊急支援給付金事業 9, 421 8, 697 724 

学校給食食材費及び教育・ 保育施設副食費補

助事業 
1, 692 1, 679 13 

プレミ アム付商品券事業第２ 弾 37, 187 11, 250 25, 937 
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事 業 名 決算額 
財源内訳 

国県支出金 一般財源等 

内  

 

 

訳 

共同農業施設燃油電力費支援事業 597 572 25 

無農薬・ 減農薬農産物町内消費啓発事業 232 222 10 

新型コ ロナウイ ルス感染症対策施設整備事業

第３ 弾 
7, 917 7, 587 330 

保育所等入所案内動画作成事業 99 95 4 

庁舎内感染対策事業 147 141 6 

デジタ ル田園都市国家構想推進交付金（ 国庫

補助裏分）  
51, 078 50, 014 1, 064 

子ども ・ 子育て支援交付金（ 国庫補助裏分）  1, 861 1, 835 26 

地域少子化対策重点推進交付金（ 国庫補助裏

分）  
1, 231 1, 214 17 

保育対策総合支援事業費補助金（ 国庫補助裏

分）  
4, 145 4, 075 70 

学校保健特別対策事業費補助金（ 国庫補助裏

分）  
3, 980 3, 897 83 

妊娠出産子育て支援交付金（ 国庫補助裏分）  13, 650 13, 555 95 

認可外保育施設保育対策総合支援事業費補助金   833 833 0 

佐賀県幼児教育の質の向上のための緊急環境整備

事業   
398 398 0 

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業

（ 繰越明許分）  
19, 423 19, 423 0 

子育て世帯への臨時特別給付金事業（ 繰越明許分）  400 400 0 

計 600, 247 452, 674 147, 573 
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(  歳　 入 )

年　 　 度　

対前年 対前年 対前年 対前年 対前年

　 区　 　 分 度比％ 度比％ 度比％ 度比％ 度比％

町 税 2, 362, 217 99. 5 2, 422, 748 102. 6 2, 402, 311 99. 2 2, 415, 296 100. 5 2, 490, 309 103. 1

地 方 譲 与 税 55, 445 100. 9 56, 617 102. 1 57, 758 102. 0 58, 764 101. 7 58, 940 100. 3

利 子 割 交 付 金 4, 031 89. 1 1, 930 47. 9 2, 025 104. 9 1, 709 84. 4 870 50. 9

配 当 割 交 付 金 4, 859 69. 4 6, 073 125. 0 5, 210 85. 8 8, 817 169. 2 7, 024 79. 7

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

4, 515 63. 8 3, 195 70. 8 5, 919 185. 3 8, 993 151. 9 6, 011 66. 8

法人事業税交付金 20, 608 皆増 35, 432 171. 9 36, 428 102. 8

地方消費税交付金 320, 529 103. 3 303, 697 94. 7 370, 843 122. 1 404, 002 108. 9 421, 416 104. 3

環 境 性 能 割 交 付 金 13, 114 99. 6 7, 682 58. 6 1, 215 15. 8 3, 512 289. 1 4, 330 123. 3

地 方 特 例 交 付 金 12, 140 141. 3 47, 403 390. 5 18, 657 39. 4 32, 888 176. 3 25, 144 76. 5

地 方 交 付 税 1, 118, 025 101. 3 1, 121, 358 100. 3 1, 181, 683 105. 4 1, 499, 786 126. 9 1, 532, 176 102. 2

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

2, 754 83. 8 2, 517 91. 4 2, 657 105. 6 2, 350 88. 4 2, 085 88. 7

分担金及び負担金 104, 249 107. 2 75, 190 72. 1 30, 586 40. 7 31, 725 103. 7 26, 681 84. 1

使 用 料 及 び
手 数 料

100, 523 106. 6 120, 784 120. 2 125, 268 103. 7 127, 258 101. 6 133, 228 104. 7

国 庫 支 出 金 1, 082, 907 113. 1 1, 237, 847 114. 3 3, 380, 592 273. 1 1, 842, 188 54. 5 1, 430, 862 77. 7

県 支 出 金 407, 573 87. 0 696, 885 171. 0 528, 126 75. 8 576, 017 109. 1 617, 005 107. 1

財 産 収 入 147, 239 1, 347. 5 20, 083 13. 6 12, 696 63. 2 18, 522 145. 9 4, 259 23. 0

寄 附 金 1, 042, 461 93. 5 1, 130, 610 108. 5 1, 202, 256 106. 3 945, 728 78. 7 909, 646 96. 2

繰 入 金 738, 306 227. 0 824, 289 111. 6 393, 396 47. 7 400, 199 101. 7 508, 101 127. 0

繰 越 金 163, 999 60. 2 380, 310 231. 9 315, 259 82. 9 244, 930 77. 7 297, 865 121. 6

諸 収 入 242, 833 206. 4 151, 455 62. 4 315, 870 208. 6 270, 048 85. 5 304, 432 112. 7

町 債 421, 540 54. 7 824, 520 195. 6 751, 571 91. 2 639, 658 85. 1 188, 063 29. 4

歳 入 合 計 8, 349, 259 102. 9 9, 435, 193 113. 0 11, 124, 506 117. 9 9, 567, 822 86. 0 9, 004, 875 94. 1

決　 算　 額　 の　 推　 移　 （ 一　 般　 会　 計）

( 単位： 千円)

３ ０  年 度 元 年 度 ４  年 度２  年 度

( 単位： 千円)

３  年 度

決算額 決算額 決算額決算額 決算額
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(  歳　 出 )

年　 　 度　

対前年 対前年 対前年 対前年 対前年

　 区　 　 分 度比％ 度比％ 度比％ 度比％ 度比％

議 会 費 100, 334 94. 9 101, 663 101. 3 93, 964 92. 4 94, 873 101. 0 95, 843 101. 0

総 務 費 2, 378, 049 114. 2 2, 415, 887 101. 6 2, 336, 501 96. 7 2, 479, 602 106. 1 2, 211, 977 89. 2

民 生 費 2, 396, 212 103. 5 3, 018, 493 126. 0 4, 289, 115 142. 1 3, 009, 355 70. 2 2, 899, 768 96. 4

衛 生 費 605, 119 102. 4 616, 477 101. 9 655, 012 106. 3 784, 978 119. 8 757, 922 96. 6

労 働 費 8, 640 127. 5 8, 826 102. 2 28, 380 321. 5 28, 151 99. 2 25, 972 92. 3

農 林 水 産 業 費 93, 630 39. 7 104, 795 111. 9 99, 983 95. 4 95, 525 95. 5 99, 086 103. 7

商 工 費 82, 661 98. 2 94, 310 114. 1 193, 136 204. 8 282, 550 146. 3 351, 345 124. 3

土 木 費 516, 614 93. 7 789, 664 152. 9 1, 070, 324 135. 5 762, 694 71. 3 495, 387 65. 0

消 防 費 257, 894 101. 3 254, 887 98. 8 257, 032 100. 8 257, 534 100. 2 280, 933 109. 1

教 育 費 647, 880 58. 7 695, 103 107. 3 1, 102, 676 158. 6 717, 364 65. 1 685, 757 95. 6

災 害 復 旧 費 229, 598 5, 923. 6 419, 370 182. 7 161, 757 38. 6 153, 150 94. 7 124, 711 81. 4

公 債 費 553, 804 94. 9 556, 867 100. 6 573, 747 103. 0 586, 738 102. 3 594, 087 101. 3

諸 支 出 金 98, 514 297. 7 43, 592 44. 2 17, 949 41. 2 17, 443 97. 2 95, 173 545. 6

歳 出 合 計 7, 968, 949 100. 2 9, 119, 934 114. 4 10, 879, 576 119. 3 9, 269, 957 85. 2 8, 717, 961 94. 0

決　 算　 額　 の　 推　 移　 （ 一　 般　 会　 計）

( 単位： 千円)

３ ０  年 度 元 年 度 ４  年 度２  年 度 ３  年 度

決算額 決算額 決算額決算額 決算額

-17-



７  主要な施策の執行状況・ 事業説明 

 

 ( １ )  議会費 （ １ . １ . １ ） ※ 弧書きは、 款・ 項・ 目を表示。 以下同じ 。   

町の政策を審議し 決定するこ と 、 及び行財政の運営や事務処理ないし 事業の実施

が適法・ 適正に、 し かも 公平・ 効率的になさ れているかどう かを監視し ています。 

令和３ 年９ 月議会から 本格導入さ れたタ ブレッ ト 端末により 議会のペーパーレ

ス化を実施し ています。  

 

 ( ２ )  総務費 

① 男女共同参画の推進について （ ２ . １ . １ ）   

第２ 次基山町男女共同参画推進プラ ンに沿っ て、 社会情勢の変化を踏まえ、 男

女共同参画社会の実現を進めていく ため、 町民会館でのパネル展示や広報紙への

記事の掲載、 図書館で関連図書の特設コ ーナーを設置により 町民への啓発活動を

行いまし た。  

 

② 基山町まち・ ひと ・ し ごと 創生総合戦略の実践について （ ２ . １ . ６ ）   

    総合戦略の６ つの柱を基本目標に掲げ、 令和２ 年４ 月に策定し た「 第２ 期基山町

まち・ ひと ・ し ごと 創生総合戦略」 に基づき、 持続可能な地域社会の構築するた

めの14プロジェ ク ト 54事業を実践し まし た。  

    各プロジェ ク ト については、 基山町まち・ ひと ・ し ごと 創生推進会議において

PDCAサイク ルによる検証・ 評価を行う と と も に、 新たにゼロカーボン推進事業や

地域連携農業促進事業、 多世代食堂事業などを加え、 総合戦略の改定を行いまし

た。  

 

③ シティ プロモーショ ン事業について （ ２ . １ . ６ ）   

基山町の知名度の向上、 県内外から の観光客の誘客拡大、 関係人口の増加及び

町民の地元愛の醸成を図るため、 マスメ ディ ア等を活用し た町内外へのシティ プ

ロモーショ ンを行いまし た。  

基山町ふるさ と 大使「 どぶろっ く 」 を活用し たCM制作・ 放映を始め、 インスタ

グラ ムによる町の隠れた魅力の発信やデジタ ルサイ ネージや電車内へのポスタ ー

掲出などさ まざまな広告媒体を活用し 、 福岡都市圏への通勤通学客へのプロモー

ショ ン活動を行いまし た。  

 

④ デジタ ル・ デバイド 解消事業について（ ２ . １ . ６ ）   

デジタ ル化社会に取り 残さ れている情報弱者対策と し て、 タ ブレッ ト 端末や

CATVなどを通し て町の配信する情報を受け取るこ と ができる環境を整備し 、 情報

格差の解消につなげるための検証を行いまし た。  
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  ⑤ 協働のまちづく り について （ ２ . １ . ６ ）   

基山町まちづく り 推進審議会において、 協働のまちづく り の推進状況について、

「 重要な計画等への町民参加の実施状況と 実施予定」 及び「 まちづく り 基金事業補

助金の申請事業内容」 の報告を行い、 まちづく り 基金事業補助金の支援団体募集期

間等について審議し ていただきまし た。  

 

⑥ コ ミ ュ ニティ 助成事業について （ ２ . １ . ６ ）   

地域防災組織育成事業に第７ 区自主防災会が採択さ れ、 防災倉庫やヘルメ ッ ト 等

の備品を整備するこ と で、 地域内での連帯強化や防災意識の高揚を図るこ と ができ

まし た。  

 

⑦ まちづく り 基金事業について （ ２ . １ . ６ ）   

地域の課題解決やより 良い住民生活の実現に向け、 創意工夫し て自主的・ 継続的

に取り 組む町内のまちづく り 団体の活動を支援するため、 14団体に補助金を交付し

まし た。  

 

  ⑧ きやま人づく り 大学事業について （ ２ . １ . ６ ）   

きやま人づく り 大学は、 町内外の方々を対象に、 住民主体で学び、 考え、 実践す

るための人材の育成を図り 、 協働のまちづく り の推進に資するこ と を目的に、 令和

４ 年度は「 基山（ きざん）」 をテーマに住民参加型大学と し て、 講座を全４ 回実施し

まし た。  

 

⑨ ふ・ れ・ あ・ いフ ェ スタ について （ ２ . １ . ６ ）   

新型コ ロナウイ ルス感染防止対策を徹底し ながら 、 地域のつながり を維持し 、 地

域に活力を与える「 交流による地域づく り 」 を目的に、 毎年12月の恒例イ ベント で

ある「 2022ふ・ れ・ あ・ いフ ェ スタ （ 19回目）」 を開催し まし た。  

基山町出身の漫画家「 原泰久」 氏や「 掛丸翔」 氏等の作品の展示し た基山美術館」

を実施し 、 その中で書道家「 松田朴伝氏」 のパフ ォ ーマンスや地元アート 団体やサ

ーク ルによるワーク ショ ッ プを開催し まし た。  

また、 ト ラ ッ ク ステージでは、 女性消防団によるＡ Ｅ Ｄ を使っ た心肺蘇生体操、

ダンスやカ ラ オケ大会等を開催し まし た。  

町民会館大ホールでは、 きやま創作劇「 枯松二国境物語」 の公演を行いまし た。 

 

⑩ 多文化共生事業について （ ２ . １ . ６ ）   

基山町に転入する外国人を対象に、 英語、 ベト ナム語、 やさ し い日本語で訳し た

多言語ゴミ 出し カレンダーを作成し 、 配布を行いまし た。  
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⑪ アダプト ・ プログラ ムについて （ ２ . １ . ６ ）   

    公共の場所（ 道路、 水路、 公園） を養子に見立て、 住民等が里親と なっ て清掃等

（ ゴミ 拾い、 除草作業） を行い、 行政が清掃道具の提供や保険に加入するこ と で支

援するアダプト ・ プログラ ム事業を実施し まし た。里親登録者数は、 940名でし た。  

 

⑫ 公共交通施策について （ ２ . １ . ６ ）   

コ ミ ュ ニティ バスについては、 町民の皆様の要望等を踏まえて、 より 利便性の

向上を図るために、 路線の変更により 瀧光徳寺に新たなバス停を設置すると と も

に、 75歳以上を対象と し た「 げんきっ ぷ」 の１ 綴り を14枚から 20枚に変更し まし

た。  

また、 小規模特認校制度の利用促進のため、 若基小学校前にバス停を新設し 、

小学生用１ か月フ リ ーパスの販売を開始し まし た。  

新型コ ロナウイ ルス感染症や原油価格高騰の影響を受けた甘木鉄道に対し て、

引き続き沿線自治体と 協調し て運行維持のための支援を行い、 町内に営業所を置

く 旅客運送事業者に対し 、 事業継続のための支援を行いまし た。  

 

⑬ 地域おこ し 協力隊事業及び集落支援員事業について （ ２ . １ . ６ ）  

地域おこ し 協力隊は、 令和２ 年１ 月から 商工振興の１ 名、 令和２ 年９ 月から 観光

振興の１ 名、 令和４ 年４ 月から スポーツ振興の１ 名が基山町に移り 住み、 それぞれ

の活動を通し て地域おこ し に取り 組みまし た。  

集落支援員は、 ６ 名のう ち３ 名が、 産業振興の分野で雇用・ 就労支援及び特産品

開発・ 農産物加工支援、 森林整備などの活動を通じ て、 地域の課題解決や地域活性

化の支援を行いまし た。  

また、 環境分野で地域状況の把握などの環境推進支援、 スポーツ分野で国民スポ

ーツ大会に関わる地域活性化支援、 まちづく り 分野で地域支援に、 それぞれ１ 名が

活動に取り 組みまし た。  

 

⑭ 移住・ 定住促進事業について （ ２ . １ . ６ ）   

  移住体験住宅については、 22組63名の方が利用さ れ、 ２ 組５ 名の方が本町に移

住さ れまし た。 平成29年度の制度開始から の累計では、 117組、 294名の方の利用

があり 、 13組の方が本町へ移住さ れています。  

  結婚新生活支援補助金については、 ６ 件の交付実績と なり 、 ９ 名の方が本町へ

移住さ れまし た。 平成30年度の制度開始から の累計では、 23件、 39名の方が本町

へ移住さ れまし た。  

  子育て・ 若者世帯の住宅取得補助金については、 45件の交付実績と なり 、 94名の

方が本町へ移住さ れまし た。平成28年度の制度開始から の累計では、720名の方が本
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町へ移住さ れまし た。  

  令和元年に制度を開始し た移住支援金は、 利用促進を図るため町ホームページを

中心と し たＰ Ｒ を行っ たこ と により １ 件の申請があり 、 １ 名の方が本町へ移住さ れ

まし た。 こ れら の各事業により 、 移住・ 定住促進に一定の効果があり まし た。  

 

⑮ 空家等対策事業について （ ２ . １ . ６ ）   

  町内の空家調査により 判明し た空家の所有者へアンケート 調査を行い、 空家の適

正管理及び活用促進を図ると と も に、 基山町空家等対策協議会を開催し 、 空家にお

ける対応策を協議し まし た。 また、 空家における家財処分等費用補助金を活用し 、

１ 件の空家が活用につながり まし た。 倒壊の恐れのある住宅については不良住宅除

去費補助金を活用し 、 ２ 件の除却を行いまし た。  

 

⑯ 交通安全対策について （ ２ . １ . ７ ）   

交通安全指導員による登下校時の安全指導やカ ーブミ ラ ー等の交通安全施設の

整備を行い、 交通事故防止に努めまし た。  

また、 学校や警察等と 連携し 、 交通安全教室や高齢者運転免許証自主返納に関す

る出前講座の開催、交通安全街頭啓発活動を開催し 、交通安全の啓発に努めまし た。 

そのほか、 令和２ 年４ 月から 65歳以上の方の運転免許証の自主返納の受付を開始

し 、 令和４ 年度には77名の方の受付を行いまし た。  

高齢者運転免許証自主返納支援事業については、 運転経歴証明書発行手数料の補

助を79件と 電動カート 購入費の補助を５ 件行いまし た。 タ ク シー助成券の利用枚数

については、 1, 748枚と なっ ており ます。  

 

⑰ ふるさ と 応援寄附金事業について （ ２ . １ . 13）   

ふるさ と 応援寄附金と し て871, 885千円をいただき、 返礼品代、 送料、 委託料等

の経費を除いた426, 574千円を基金に積立てまし た。  

学校法人東明館学園東明館高等学校の支援に対し ていただいた寄附金のう ち、 ふ

るさ と 応援寄附交付金 3, 860 千円を東明館学園へ交付し まし た。  

 

⑱ 地域防災力向上事業について （ ２ . １ . 14）  

各種団体から の依頼により 、 消防防災出前講座を６ 回実施すると 共に、 自主防災

組織リ ーダー研修会を開催し 、 約60人が参加、 地域防災力の向上に努めまし た。  

また、 各区自主防災会から 推薦し ていただいた３ 人の方に、 佐賀県地域防災リ ー

ダー養成講座を受講し ていただき、 地域防災力の質の向上を図り まし た。  

更に、 小学４ 年生と 中学３ 年生を対象に、 防災教室を開催し 、 ハザード マッ プの

見方を学んだり 、 避難所の設営体験を行いまし た。  

避難訓練では、 第１ 区の馬場・ 鎌浦・ 正応寺地区を対象に、 土砂災害を想定し て
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実施し 、 第２ 部消防団による避難行動要支援者の救出やド ローンによる被害状況の

確認等を行い、 約 30 人の方に参加し ていただきまし た。  

 

⑲ 情報発信事業について （ ２ . １ . 15）   

 広報きやまの改善と 発行回数を見直すため、 １ １ 月号を月１ 回発行と し て試行し 、

広報推進検討協議会の開催やパブリ ッ ク コ メ ント を実施し まし た。 検証の結果、 令

和５ 年５ 月号から 広報きやまの発行回数を月１ 回と し 、 内容の充実を図るこ と と し

まし た。  

 

  ⑳ 社会保障・ 税番号制度事業について （ ２ . １ . 15）  

    社会保障・ 税番号制度（ マイナンバー制度） の運用が開始さ れ、 行政手続におけ

る住民の利便性の向上、 職員の事務の効率化を中心に推進し ており ます。  

令和４ 年度末時点のマイ ナン バーカ ード の交付件数は12, 421件で、 交付率は

71. 0％と なっ ており ます。  

 

㉑ 選挙について （ ２ . ４ . ４ 、 ２ . ４ . ８ ）   

   参議院議員通常選挙及び佐賀県知事選挙を 執行し まし た。 投票率は、 それぞれ

61. 65％、 32. 98％でし た。  

 

( ３ )  民生費 

① 社会福祉について （ ３ . １ . １ ）  

福祉交流館及び多世代交流センタ ー憩の家については、 世代間交流を総合的に推

進すると と も に、 町民が相互に助け合い、 支え合う 豊かな社会福祉の実現を促進す

るために、 地域福祉活動の拠点と し ての「 福祉交流館」 の利用促進に努めまし た。

管理・ 運営は基山町社会福祉協議会が受託し 、 福祉活動の拠点の提供、 福祉広報、

各種福祉講座の開催、 福祉の相談、 ボラ ンティ ア活動の振興・ 育成を行いまし た。 

「 多世代交流センタ ー憩の家」 では、 ５ 月から 毎月１ 回多世代食堂を開催し 、 高

齢者から 子ども まで各世代の孤立化を防止し 、 世代間交流事業の契機と なる取組を

促進し まし た。  

地域福祉の中核を 担う 基山町社会福祉協議会や地域に密着し た身近な相談者と

し て福祉活動を推進する民生委員児童委員協議会への補助を行いまし た。  

 

② 電力・ ガス・ 食料品等価格高騰緊急支援給付金ついて （ ３ . １ . １ ）  

電力・ ガス・ 食料品等の価格高騰の影響により 厳し い状況にある方々の生活・ 暮

ら し の支援と し て、 住民税非課税世帯等に対する緊急支援給付金の申請受付と 給付

を令和４ 年11月から 開始し 、 １ 世帯50千円を1, 224世帯に61, 200千円給付し まし た。 
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③ 高齢者福祉について （ ３ . １ . ２ ）   

高齢者の健康寿命の延伸のため、 スロージョ ギング教室、 筋力アッ プ教室、 音楽

サロンを実施し まし た。 また、 高齢者の健康状態を把握し 早期に支援を行う ため、

70歳と 75歳を対象に各区公民館で介護予防健診に取り 組み、 対象者583名中、 252名

の方に健診を受けていただきまし た。  

一人暮ら し の高齢者等への支援と し て、 食の自立支援を行う 配食サービス、 救急

援助のための緊急通報システム等の事業を実施し 、 認知症への理解と 見守り の重要

性を啓発するため、 小学生を対象と し たキッ ズ認知症サポータ ー養成講座及び中学

生を対象と し たジュ ニア認知症サポータ ー養成講座にも 取り 組みまし た。  

 

④ 介護保険事業について （ ３ . １ . ２ ）   

介護保険事業の運営に係る経費の町負担と し て、 鳥栖市・ 基山町・ みやき町・ 上

峰町の１ 市３ 町で構成する鳥栖地区広域市町村圏組合負担金の支出を行いまし た。 

介護予防・ 日常生活支援総合事業に取り 組み、 ボラ ンティ アの育成や公民館など

身近な場所での介護予防と なる通いの場を展開し 、 町全体で13の区で実施さ れてい

ます。  

 

⑤ 一人暮ら し の高齢者訪問について （ ３ . １ . ２ ）   

    生活支援コ ーディ ネータ ーによる高齢者への個別訪問を実施し 、 高齢者に関する

総合カルテを作成すると と も に、 悩み事や地域の課題等を把握し 、 支援につなぐ た

めのサポート を行いまし た。  

 

⑥ 後期高齢者医療について （ ３ . １ . ２ ）   

後期高齢者医療給付等に係る経費の町負担と し て、 後期高齢者医療療養給付費負

担金の支出を行いまし た。  

また、 保険料軽減の補填や事務費等の負担分を繰出し 、 後期高齢者医療の財政安

定化を図り まし た。  

高齢者の保健事業と 介護予防の一体的実施事業と し て、 国民健康保険から 後期高

齢者医療保険へ移行する方たちを対象に切れ目ない支援を 行う こ と で高齢者の健

康増進を図り まし た。  

 

⑦ 防犯対策について （ ３ . １ . ５ ）   

安心・ 安全な町づく り のために、 安全な町づく り 推進協議会委員や補導員等の

各種団体の協力により 、 地域での見守り 活動の推進、 青色回転灯積載車による防

犯パト ロールを実施し まし た。 令和４ 年度の青色回転灯積載車による防犯パト ロ

ールについては、 130回実施し ており ます。  

また、 令和元年５ 月７ 日から 取り 組んでいる「 ながら パト ロール」 について
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は、 令和４ 年度末時点で531名の登録と なっ ており ます。  

防犯灯については、 点検及び照明灯の交換を行い、 老朽化し た照明器具につい

ては、 Ｌ Ｅ Ｄ 灯に109基更新し 、 経費及び二酸化炭素の削減に努めまし た。 また、

要望に基づき新規に16基設置を行っ ています。  

 

⑧ 障がい者福祉について （ ３ . １ . ６ ）  

障がい者の自立を支援するため、 障がいの程度や本人及び介護者の状況等を踏

まえて支給決定が行われる障害福祉サービス費や障害児通所給付費などの障害者

自立支援給付費と 地域生活支援事業費への支出を行いまし た。 障害者虐待防止対

策支援業務は、虐待対応専門職員を有する特定非営利活動法人に委託し 、障害者虐

待防止に努め、重度心身障害者医療費助成や福祉タ ク シー料金助成では、障がい者

の負担軽減に努めまし た。  

 

⑨ 児童手当について （ ３ . ２ . １ ）   

児童手当は、 次代の社会を担う 子ども の健やかな育ちを社会全体で応援する制度

で、支給額は３ 歳未満が月額15千円、３ 歳から 小学校修了前が月額10千円( 第３ 子以

降は15千円) 、 中学生が月額10千円、特例給付が月額５ 千円と なっ ており 、令和４ 年

度は受給対象児童延べ24, 067名に対し て、 手当額268, 390千円を支給し まし た。  

 

⑩ 子ども の医療費助成について （ ３ . ２ . １ ）   

子ども の健康維持と あわせて保護者の医療費負担を軽減し 、 安心し て子育てが

できる環境づく り と し て、 町内の０ 歳から 18歳までの子ども を対象に入院及び通

院の保険診療分の医療費に対し て全額助成を行いまし た。 令和４ 年４ 月の診療分

から は、 佐賀県内では初めて県内の医療機関窓口での支払いが不要と なる現物給

付方式を導入し 、 県外医療機関の受診に係る医療費も 全額償還払いするこ と で、

18歳までの子ども の医療の完全無償化を実現し まし た。  

 

⑪ 新生児特別定額給付金について （ ３ . ２ . １ ）  

    新型コ ロナウイ ルス感染症の影響等を踏まえ、 子育て世帯への経済的負担を軽減

し 、 子育て支援の充実を図るために、 令和４ 年４ 月から 令和５ 年３ 月までに生ま

れた新生児115名に対し て、 一人当たり 50千円を支給し まし た。  

 

⑫ 低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援給付金について（ ３ ・ ２ ・

１ ）  

    コ ロナ禍が長期化する中で、 低所得のひと り 親世帯以外の世帯に対し 、 その実情

を踏まえた生活の支援を行う 観点から 、 食費等による支出の増加の影響を勘案

し 、 子育て世帯生活支援特別給付金を支給するも ので、 令和４ 年度は、 62世帯127

名を対象に6, 350千円の給付を行いまし た。  
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⑬ 病後児保育について （ ３ . ２ . １ ）   

   子ども が病気やけがの回復期であり 学校や保育園・ 幼稚園に通う こ と が困難な児童

の保育を保健センタ ーと 基山保育園が連携し て行い、 保護者の子育てと 就労の両

立の支援を行いまし た。  

令和４ 年度の事前登録者数は122名で、 ７ 名の方が利用さ れまし た。  

  

⑭ 要保護児童対策について （ ３ . ２ . １ ）   

    要保護児童対策地域協議会の代表者会議を１ 回、 実務者会議を４ 回開催し 、 関係

機関と 状況把握や情報共有を図り まし た。  

    また、 個別にケース会議を開催し 、 支援方法を協議し て対応を行いまし た。  

 

⑮ 保育所運営について （ ３ . ２ . ２ ）   

基山っ 子みら い館内にある町立の基山保育園では、 子ども たちそれぞれの段階に

おける発達を助長し 、 豊かな人間性を持っ た子ども を育てるこ と を保育方針と し て、

園児が運動や遊び等を通し てのびのびと 園生活を楽し みながら 、 基本的な生活習慣

や態度を身につけるこ と ができるよう 、 年齢に応じ た保育に取り 組みまし た。  

新型コ ロナウイ ルス感染症対策と し ては、 園児が健康で安全な保育園生活を送れ

るよう にするため、 検温・ 消毒等の衛生管理に最大限の注意を払い、 感染防止に努

めまし た。 また、 保育室天井に吸音材と 吸音パネルを設置するこ と で飛沫対策と な

る環境整備を行いまし た。  

食育の取組と し ては、 園児が食材に触れる機会を増やすため、 と う も ろこ し の皮

むきやスナッ プえんどう のすじ と り 、 かぼちゃのわたと り など年中組、 年長組に体

験し ても ら いまし た。 園児たちはと ても 楽し そう に取り く み、 保護者の方にも 好評

でし た。 秋にはいろんなお米の種類を食べてみよう と 黒米、 雑穀、 も ち麦などを給

食で提供し まし た。 また、 ク ッ キング（ よも ぎ団子、 カレー） を通し て自分で作る

楽し さ を感じ まし た。  

次世代を担う 保育士等の育成と し ては、 ４ 名の保育実習生や８ 名の看護学生を受

け入れ、 知識や技術の習得に向けて指導を行いまし た。 また、 中学生の職場体験の

受け入れを行い、 基山中学校から 11名と 東明館中学校から 10名の生徒に保育士の仕

事について体験をし ても ら いまし た。  

 

⑯ 子育て交流広場について （ ３ . ２ . ２ ）   

基山っ 子みら い館内にある子育て交流広場では、 乳幼児の子育て相談をはじ め、

子育てに関する情報提供や保護者・ 乳幼児の交流の場を提供し ています。  

また、 子育てコ ンシェ ルジュ を配置し 、 子育て中の保護者から の相談対応・ 情報

提供の充実を図っ ています。  

令和４ 年度は、 新型コ ロナウイルス感染拡大防止対策等を行いながら 、 年間延
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べ10, 844名の来場者に子育て交流の場と し て利用し ていただきまし た。  

 

⑰ 交流スペースについて （ ３ . ２ . ２ ）    

基山っ 子みら い館内にある交流スペースでは、 無料職業紹介所と 連携し て職業

紹介や求人情報の掲示をし て、 子育て世代の就労支援に努めまし た。  

    さ ら に令和４ 年４ 月には、 改装中の基山ふるさ と 名物市場と 連携し て、 交流スペ

ースを活用し 、 利用者に向けた基山産品の展示販売を行いまし た。 また来館者向

けイベント や、 総菜やパンなどの物品販売を実施し 、 基山っ 子みら い館利用者の

利便性向上を図り まし た。  

 

⑱ ピカピカの一年生プロジェ ク ト について （ ３ . ２ . ２ ）  

  就学前教育から 小学校教育への移行期の支援を図るため、 ４ 歳児就学準備事業

では、 町内の４ 歳児を対象と し た特性検査と し て、 各個人の持つ特性のう ち得意

なこ と 、 苦手なこ と について検査を実施し 、 168名が受診し まし た。  

小学校入学の準備を図るための小学校体験教室には、 令和５ 年度４ 月入学予定の

約160名の参加があり まし た。  

また、 就学前に英語に触れる機会を作るため、 町内の５ 歳児を対象と し た英語教

室を( 株) Ｅ Ｃ Ｃ に委託し て、 基山っ 子みら い館で実施し まし た。 40回の教室には、

延べ486名の参加があり まし た。  

子育て支援ネッ ト ワーク コ ーディ ネータ ー事業と し て、 保護者が子育ての悩みな

どを相談できる専門スタ ッ フ と し て臨床心理士や社会福祉士を配置し 、 幼稚園や認

定こ ども 園等を巡回するなど相談体制の整備を行いまし た。  

 

⑲ ひと り 親福祉について （ ３ . ２ . ３ ）  

ひと り 親家庭等の生活の安定と 福祉の向上を図るこ と を目的と し て、 医療費の一

部負担金の全額補助を行いまし た。令和４ 年度は、3, 751件の補助申請があり まし た。 

 

⑳ 放課後児童ク ラ ブについて （ ３ . ２ . ４ ）   

放課後児童ク ラ ブ（ ひまわり 教室、 コ スモス教室） の令和４ 年度利用者は、 月

平均253名、 長期休業中（ 春、 夏、 冬、 学年末休み） は258名でし た。  

コ ロナ禍が続く 中、 感染症拡大防止対策と し て室内の空気循環を行う ため扇風

機10台を購入し 、 教室の適切な運営に努めまし た。 また、 ひまわり 館Ｃ 教室に電

解水生成装置を設置し まし た。  

支援員への環境対策では、 オンラ イン研修会に対応するためタ ブレッ ト ５ 台を

購入し オンラ イン研修に参加できる体制を整え研修環境の充実を図り まし た。  

 

㉑ 小規模児童遊園について （ ３ . ２ . ４ ）   

小規模児童遊園18か所については、 国土交通省ガイ ド ラ インに基づく 遊具の点検
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結果に基づき遊具の撤去を７ か所、 劣化等への対応と し て修繕を２ か所行い、 安全

確保に努めまし た。  

 

㉒ 保育士等処遇改善臨時特例事業について （ ３ . ２ . ５ ）   

コ ロナ禍において最前線で働く 保育士等の処遇を改善し 、 保育士等の確保や雇用

継続等を図るため、 令和４ 年２ 月分から 令和４ 年９ 月分までの賃金について３ ％程

度の引き上げを実施するための補助金と し て、 令和４ 年度は町内５ つの保育施設に

対し 合計5, 765千円を交付し まし た。  

 

㉓ 保育対策総合支援事業について （ ３ . ２ . ５ ）   

子ども を安心し て育てるこ と ができる保育環境の整備を図るため、 新型コ ロナウ

イ ルス感染症対策の徹底を図り ながら 、 保育を継続的に実施できるよう 、 町内の認

可保育所に対し て、 衛生用品や備品購入等を支援し まし た。  

また、 認可外保育施設に対し ては、 コ ロナ禍において感染症対策の徹底を図り 、

保育事業を継続するための経費について補助金を交付し まし た。  

 

㉔ 保育所等におけるＩ Ｃ Ｔ 化推進事業について （ ３ . ２ . ５ ）  

保育所等における業務のＩ Ｃ Ｔ 化等を推進するこ と により 、 保育士等の業務負担

の軽減を図り 、 保育士等が働きやすい環境を整備するため、 保育計画や記録、 園児

の登降園管理、 保護者と の連絡などの機能を有するシステムの導入に係る経費の一

部について、 町内の３ つの施設に合計2, 250千円を補助し まし た。  

 

( ４ )  衛生費 

① 救急医療について （ ４ . １ . １ ）   

救急医療の一層の充実を図るために、 休日救急医療事業や久留米広域小児救急医

療支援事業を行いまし た。  

 

② 新型コ ロナウイルス感染症対策について （ ４ . １ . １ ）  

    基本的な新型コ ロナウイ ルス感染症対策（ 正し い手洗い・ 消毒、 正し いマスク の

着用等） の周知をすると と も に、 感染に不安のある方へ無料で新型コ ロナ抗原検査

キッ ト を配布し 、 感染防止に努めまし た。  

   

  ③ 医療福祉機能維持事業者緊急支援給付金給付事業について （ ４ . １ . １ ）  

    電気・ ガス・ 食料品価格等の物価高騰の影響を受けている町内に所在する医療福 

祉機能維持を行う 事業者に対し 、 安定的かつ継続的な事業運営を支援するため、 １  

事業者当たり 20万円の支援金を47事業者へ給付し まし た。  

  

④ 母子保健について （ ４ . １ . １ ）   

安心・ 安全な妊娠・ 出産と 妊娠期の経済的負担の軽減を図るため、 妊婦健診の助

成を行いまし た。 また、 各乳幼児健診や産前産後サポート 事業、 産後う つ予防対策
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と し て産婦健康診査事業、 産後ケア事業を実施し 、 妊産婦や乳幼児の健康の保持・

増進に努めまし た。 ３ 歳児健康診査では、 令和４ 年７ 月から 弱視・ 斜視の早期発見

のため屈折検査機器を使っ た眼の屈折や眼位等の検査を導入し まし た。  

さ ら に、 子育て世代包括支援センタ ーにおいて、 妊娠・ 出産・ 子育てに関する各

種の相談に応じ 、 妊娠期から 子育て期までの切れ目のない母子に対する支援を行い

まし た。  

 

⑤ 不妊治療について （ ４ . １ . １ ）   

不妊治療を希望し ているにも かかわら ず、 経済的負担が大きいため十分な治療を

受けるこ と ができない者に対し て、 経済的負担の軽減を図るため、 令和４ 年度は４

組へ不妊治療費の助成を行い、 少子化対策の推進に努めまし た。  

 

⑥ 出産・ 子育て応援給付金事業について （ ４ . １ . １ ）   

    妊娠届出時より 、 妊婦や低年齢期の子育て家庭に寄り 添い、 出産・ 育児等の見通

し を立てるための面談や継続的な情報発信等を行う こ と を通じ て、 必要な支援につ

なぐ 伴走型相談支援の充実を図ると と も に、 妊娠届出や出産届出を行っ た妊婦等に

対し 、 出産育児関連用品の購入費用や子育て支援サービスの利用負担の軽減を図る

経済的支援を行いまし た。 出産応援給付金を164名、 8, 200千円、 子育て応援給付金

を109名、 5, 450千円の給付をし まし た。  

 

⑦ 保健予防について （ ４ . １ . ２ ）   

高齢者に対し て、 肺炎球菌予防接種費やインフ ルエンザ予防接種費の助成を行い、

18歳以下の子ども に対し ては、 イ ンフ ルエンザの重症化及び集団生活でのまん延防

止並びに子育てを支援するため、 子ども のインフ ルエンザ予防接種費の助成を行い

まし た。  

また、 令和４ 年４ 月より 積極的勧奨と なっ た子宮頸がんワク チン予防接種につい

て、 令和３ 年度までに実費で接種し た方への予防接種費の助成を開始し まし た。  

第５ 期の風し ん抗体検査及び予防接種の取り 組みと し て、 風し ん抗体価が低いと

さ れる昭和37年から 54年生まれの男性に対し て、 全国で利用できる無料の抗体検査

及び予防接種のク ーポンを発行し 、 検査受検及び受検後、 抗体価の低い方には予防

接種を勧めまし た。  

 

  ⑧ 新型コ ロナウイ ルスワク チン接種について （ ４ . １ . ２ ）   

    令和３ 年４ 月 25 日から 開始さ れた新型コ ロナウイルスワク チン接種は、 令和４

年度においては、 60 歳以上の高齢者、 基礎疾患をお持ちの方及び医療従事者等を対

象と し た４ 回目接種を６ 月 19 日から 開始し まし た。 年末の感染拡大に備え、 ９ 月

25 日から は、 初回接種を完了し た 12 歳以上の方を対象にオミ ク ロン株対応２ 価ワ

ク チン接種を開始し まし た。  

また、前年度から 実施し ていた５ 歳から 11 歳を対象と し た小児接種に加え、生後
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６ か月から ４ 歳を対象と し た乳幼児接種を 11 月５ 日から 開始し まし た。  

いずれの接種においても 町内医療機関及び関係団体等と 連携し 、 接種体制を確保

し たこ と から 県内でも 上位の接種率と なり まし た。  

 

⑨ 葬祭公園について （ ４ . １ . ３ ）   

令和４ 年度は201件の火葬を実施し まし た。 12月の積雪による利用ができない期

間があり 、 その期間中の利用者７ 名に対し ては、 他市の火葬場を案内し まし た。 そ

の際、 火葬料については、 基山町火葬料補助金交付要綱に基づき、 その差額を補助

し まし た。  

 

⑩ 環境衛生について （ ４ . １ . ３ ）  

排水量の多い８ 事業所に対し て、 年４ 回の事業所排水検査を行い、 環境保全協定

の値を超えた事業所については指導（ １ 事業所、 １ 回） し て改善を図り まし た。 町

内の河川については、 10か所の水質検査を実施し 、 河川の水質保全に努めまし た。   

大気汚染の状況については、 ガスパッ ク を町内５ か所に設置し 、 年４ 回の観測を行

いまし た。 また、 産業廃棄物処分場付近の山林を自然環境保護用地と し て借地し 、

産業廃棄物の不法搬入阻止に努めまし た。 更に、 周辺の井戸、 河川の水質調査及び

土壌調査、 大気測定等調査を実施し まし た。 いずれの検査結果も 異状はあり ません

でし た。  

不法投棄対策については、 不法投棄が多く 見受けら れる箇所に不法投棄防止の看

板を設置し まし た。 また、 巡回パト ロール・ 通報等により 早期発見・ 早期撤去を行

いまし た。  

 

⑪ 地球温暖化対策について （ ４ . １ . ３ ）   

環境基本計画及び地球温暖化対策実行計画を推進し 、 2050年までに温室効果ガス

排出量の実質ゼロを目指すため、 再生可能性エネルギーの導入検討と 基山町脱炭素

型カーシェ ア事業を実施し まし た。  

 

⑫ 合併処理浄化槽について （ ４ . １ . ３ ）   

河川や水路の水質改善のため、 家庭用の合併処理浄化槽７ 基の設置に対し て補助

を行い、 水質改善に努めまし た。  

また、 家庭用浄化槽維持管理費補助金交付要綱に基づき、 令和３ 年度より 家庭用

浄化槽維持管理費に対する補助を開始し 、186件補助金を交付すると と も に、家庭用

浄化槽の機械器具等の部品の修理に対する補助を13件行い浄化槽の適正な維持管

理の促進に努めまし た。  

 

⑬ 保健増進について （ ４ . １ . ４ ）  

住民の健康と 疾病の予防を図るため、 一人ひと り が健康について正し い知識と 習
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慣を身につけるこ と が最も 重要であるこ と から 、 各種健( 検) 診、 健康相談、 訪問指

導等健康づく り 事業を積極的に推進すると と も に、 健康保持に努めまし た。  

また、 がん検診については、 早期発見・ 早期治療を目的に取り 組み、 乳がん検診

においては、 40歳未満の方についても 「 乳腺エコ ー検査」 を実施し まし た。  

    いつまでも 基山町でいきいきと 暮ら し ていけるよう に、 町が実施する健康増進事

業や介護予防事業に参加さ れた40歳以上の方には、 健康ポイント の付与を行い、 自

身の健康への取組が継続的と なるよう 支援を行いまし た。  

 

⑭ 久留米大学と の連携について （ ４ . １ . ４ ）  

平成30年度に久留米大学の提言を受けて策定し た基山町健康増進計画に基づき、

事業を展開し まし た。 引き続き、 久留米大学に基山町健康増進計画策定時に分析し

た平成25年度から 平成29年度までの５ 年分の健診結果に加えて、 令和３ 年度までの

健診結果、 国保レセプト データ 、 後期高齢データ 、 介護データ を含めた分析も 行っ

ていただき、 基山町の健康課題を更に深めた提言をいただきまし た。  

 

⑮ 塵芥処理について （ ４ . ２ . ２ ）   

ごみ処理に関し ては、 広報きやま及びホームページ、 ごみ・ 資源物の収集カレン

ダー、 家庭ごみ分別大辞典、 デジタ ル端末を利用し たごみの出し 方がわかる「 ごみ

分別検索システム」 の導入等でごみ分別・ 減量についての周知を行い、 事業者に対

し 事業系ごみの排出ルールに基づいて排出し ていただく よう 、 広報きやまやホーム

ページで周知を図り まし た。  

また、 リ サイク ルステーショ ンで、 新聞紙、 廃油・ 紙類・ 段ボール・ 古着類等の

資源物回収を行いまし た。 ク リ ーンヒ ル宝満の熱回収施設及びリ サイ ク ル施設は順

調に稼動し ており 、 搬入さ れたごみの中から 、 更に分別を行い、 溶融残渣と と も に

100％再資源化を行いまし た。 ふ・ れ・ あ・ いフ ェ スタ では、 家庭で不要になっ た家

具や贈答品等をバザー提供品と し て募集し 、リ ユース（ 再使用）を呼びかけまし た。  

生ごみの減量化の促進と し ては、 生ごみ処理機器購入に対する補助を11件行う と

と も に、 電気を使わないエコ なダンボールコ ンポスト の提供を51個行いまし た。  

 

⑯ し 尿処理について （ ４ . ２ . ３ ）    

令和４ 年度は6, 768ｔ のし 尿及び浄化槽汚泥を三神地区汚泥再生処理センタ ーに

陸送し 、 適正に処理し まし た。 また、 処理過程で発生する汚泥を使用し た堆肥を生

成し 、 資源の有効活用を行いまし た。  

 

⑰ 上水道施設について （ ４ . ３ . １ ）   

飲料水と なる水道水の良質な提供確保と 安定供給のための広域的な水道整備の

促進、 また利用者の負担軽減を図るために、 佐賀東部水道企業団に用水負担金を交

付し まし た。  
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 ( ５ )  労働費 

① 勤労者福利厚生資金貸付金について （ ５ . １ . １ ）   

勤労者の生活安定と 福利増進のため、 勤労者福利厚生資金を貸付金と し て金融機

関へ5, 000千円を預託し まし た。 また、 貸付実績はあり ませんでし た。  

 

② 基山町生涯現役促進地域連携協議会貸付金について （ ５ . １ . １ ）  

  令和２ 年度から 基山町生涯現役促進地域連携協議会が厚生労働省の委託を受け

て実施する生涯現役促進地域連携事業について、 事業実施のため18, 607千円の貸付

を行いまし た。 令和４ 年度は、 基山町生涯現役促進地域連携協議会において10事業

を実施し 、 実績額は10, 140千円でし た。  

 

③ 無料職業紹介事業について （ ５ . １ . １ ）  

  地元で働きたい求職者と 町内の事業所のマッ チングを図り 、 町民の生涯現役の活

躍を目指し て就労を促進し まし た。 令和４ 年度は、 37件の雇用を創出するこ と がで

きまし た。  

 

 ( ６ )  農林水産業費 

① 農業委員会について （ ６ . １ . １ ）   

農業経営基盤強化促進事業により 賃借権の設定を65件16. 31ha、 使用貸借権の設

定を128件17. 77ha行い、 農業経営の規模拡大に寄与するこ と ができまし た。  

 

② 農業総務費について （ ６ . １ . ２ ）   

中山間地域等直接支払については、 中山間地域の耕作放棄の発生を防止し 、 農

業の多面的機能を発揮するため、 適切な農業生産活動を行う 地域の農業団体等、

７ 集落協定、 36. 38ha に対し て、 7, 264 千円を交付し まし た。  

 

③ 農業振興費について （ ６ . １ . ３ ）   

基山町農業・ 農村振興整備事業では、 かんがい排水施設の新設・ 改良工事費と し

て２ 名に対し 、 4, 491千円を補助し まし た。  

農業次世代人材投資事業及び経営開始資金事業については、 施設野菜や露地野菜

を中心に栽培を行う ３ 名、 養蜂を行う １ 名、 乳用牛や養鶏を行う １ 名、 あわせて新

規就農者５ 名に対し 、 7, 350千円の交付を行いまし た。  

米消費拡大推進の活動では、 小学校に対し 、 基山産米を提供し 普及啓発を図り ま

し た。 また、 きのく に祭り や、 きやまロード レース大会において、 基山産米の消費

拡大を目的に、 景品等と し て基山産米を提供いたし まし た。  

ダブルジビエ活用プロジェ ク ト と し て、 イノ シシによる農林作物等被害防止やエミ

ューによる耕作放棄地対策の促進を目的に、 ジビエ解体処理施設を指定管理制度によ
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り 運営し まし た。 令和４ 年度はイ ノ シシ20頭、 エミ ュ ー164羽を処理し まし た。  

 

④ 畜産業について （ ６ . １ . ４ ）   

鳥インフ ルエンザ対策では、 発生を未然に防止するため、 家畜伝染病予防法の対

象と なっ ている一定数のニワト リ 、 エミ ュ ーを飼育し ている個人や会社に対し 、 消

毒液や消石灰を配布し まし た。  

 

⑤ 農地費について （ ６ . １ . ５ ）   

経営所得安定対策では、 農家所得の向上・ 安定を図る事業を推進し まし た。  

多面的機能支払交付金事業では、農地維持支払の８ 組織の交付対象面積78. 47haの

地域において、農地の良好な保全を図る取組に対し 、2, 196千円を交付し まし た。資

源向上支払（ 共同活動） の７ 組織の交付対象面積75. 35haにおいて、農地の質的向上

を図る取組に対し 、 1, 242千円を交付し まし た。 また、 資源向上支払（ 施設の長寿命

化） では、 老朽化し ている水路の改修や未舗装農道の舗装を行う 取組に対し 、 ２ 組

織の交付対象面積15. 72haに524千円を交付し まし た。  

 

⑥ 林業費について （ ６ . ２ . １ ）   

林道岩坪線と 鎌浦線の草刈り や側溝清掃業務を実施し まし た。  

特用林産物生産基盤整備事業では、サカキの病害虫防除を行う 薬剤の購入のため、

城戸生産森林組合に対し て、 297千円を交付し まし た。  

 

⑦ 林業振興費について （ ６ . ２ . ２ ）   

森林・ 山村多面的機能発揮対策事業では、 森林の有する多面的機能を発揮さ せる

ための保全活動を行っ た１ 団体に対し 、 209千円を補助し まし た。  

造林事業では、 重視すべき森林の機能に応じ た間伐等を行っ た１ 団体に対し 、 96

千円を補助し まし た。  

森林環境譲与税事業では、 林業の担い手を育成するための研修会や木工教室を実

施し まし た。  

 

( ７ )  商工費 

① 商工振興について （ ７ . １ . １ ）   

基山町中小企業小口資金18, 000千円を活用し た中小企業小口資金利用が７ 件あり

まし た。  

企業立地を促進し 産業の振興と 雇用機会の拡大を図るため、 奨励金を３ 社に合計

38, 650千円、また、企業立地促進特区補助金を１ 社に合計10, 300千円交付し まし た。  

基山町の特産品開発やブラ ンド 化を目的と し て、 基山町産業振興協議会の活動を

支援し まし た。  
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新型コ ロナウイ ルス感染症及び原油価格・ 物価高騰の影響により 、 大変厳し い状

況におかれた地元中小企業者に対し て、 95件、 12, 203千円の中小企業等緊急支援事

業補助金を交付し まし た。  

 

② プレミ アム付商品券事業について （ ７ . １ . １ ）   

新型コ ロナウイ ルス感染症の影響を受けて収縮し た地域経済の復興と 落ち込ん

だ消費の回復を図るため、 令和３ 年度に続き、 プレミ アム付商品券を発行し まし

た。 プレミ アム率の異なる消費喚起型、 小規模事業者応援型、 飲食店応援型の３

種類の商品券の販売額は130, 000千円でし た。 また、 プレミ アム分を含む商品券の

発行総額は159, 500千円で、 換金における使用率は99. 5％でし た。  

 

③ 観光振興について （ ７ . １ . ２ ）   

新型コ ロナウイ ルス感染症の影響が残り 、 イベント の中止があり まし たが、 感染

状況を踏まえて、 きやま門前市、 草守基肄世界大会を実施し 、 賑わいの創出と 基山

町への誘客に努めまし た。  

きやま留学事業では、 13 名の参加があり 、 町内に一定期間滞在し ても ら い地元産

業の作業体験や事業者と の交流を通じ て、 基山町の産業に関心をも っ ても ら う こ と

で関係人口の増加を図り まし た。  

また、 サイク リ ングイベント 事業では、 町内の丘陵地を活かし て、 自転車で坂道

区間の走行タ イムを競う 基山ヒ ルク ラ イムを開催し 、 町内外のサイク リ スト への波

及効果と 交流人口の増加及び地域経済の活性化を図り まし た。  

観光おも てなし 事業では、 観光協会により JR 基山駅２ 階の通路にコ インロッ カ

ーを設置し 、 来訪者に対し て利便の向上を図り まし た。  

 

④ 草スキー場関連施設整備について （ ７ . １ . ２ ）   

基山（ きざん）公園草スキー場について、歴史的風致維持向上計画の一環と し て、

整備予定である草スキー場前面広場及び管理棟に関し て、 工事を行う 前の実施設計

を行いまし た。  

 

( ８ )  土木費 

① 道路維持補修について （ ８ . ２ . １ ）   

町道維持補修事業では南長浦３ 号線について、 雨天時に町道への土砂流出を防ぐ

ため重力式擁壁の設置を行いまし た。 また、 長野・ 村中線について、 道路の雨水を

排水する雨水排水改善のため側溝設置を行いまし た。  

舗装補修事業では、 亀裂や段差で傷みがひどい玉虫・ 吉原１ 号線の舗装補修や大

型貨物等の交通量が多いため劣化が進み陥没等が発生し ている千夫・ 長野線の舗装

補修工事を行いまし た。  
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② 道路改良工事について （ ８ . ２ . ２ ）   

三国・ 丸林線では道路改良に伴い、 雨水の排水を確保するため、 函渠型側溝等を

設置し 雨水排水施設の改良を行いまし た。  

また、 三国踏切歩道拡幅に伴い水路の暗渠化を行いまし た。  

 街なみ環境整備事業の一環と し て、 荒穂神社線において脱色アスフ ァ ルト 舗装を

施すなど、 街なみ環境整備の進捗を図り まし た。  

 

  ③ 都市計画について （ ８ . ３ . １ ）   

    都市計画については、 令和３ 年度から ２ 年間かけて見直し を行っ ていた基山町都

市計画マスタ ープラ ンを令和５ 年３ 月に改訂し まし た。 また、 基山町全図、 都市計

画図等の電子化を行い、 庁内様々な部署で活用できる基盤地図と し 、 併せて公開型

GI Sを導入し てホームページ上で公開するこ と により 、 従来窓口閲覧等における問

い合わせ時間や来庁機会などの負担を軽減し 、 住民サービスの向上を図り まし た。 

    加えて、 基山町歴史的風致維持向上計画に基づき、 特別史跡基肄城跡をはじ めと

する本町の歴史的風致に関わる建造物などへの誘導のために案内サイ ン１ 基を設

置し まし た。 さ ら に、 木山口町まちづく り 協議会において、 歴史的風致を活かし た

賑わいの創出や歴史的風致の継承について検討し まし た。 また、 佐賀県遺産に認定

さ れた荒穂神社において、 境内東側に位置する水神池の浚渫工事に際し 、 荒穂神社

に関係する地元住民等に対し 佐賀県遺産保存事業補助金を交付し 、 今後の活用を促

し まし た。  

 

④ 公園事業について （ ８ . ３ . ３ ）  

公園事業については、 利用者にと っ てより 利用し やすい施設を目指し 、 多目的グ

ラ ウンド 南側にある健康遊具設置スペースに、 二連低鉄棒の設置を行いまし た。  

また、 都市公園施設の老朽化に対する安全対策の強化と 、 将来の改築・ 更新にか

かるコ スト の縮減や平準化を図るため、 第２ 期基山町都市公園施設長寿命化計画を

策定し まし た。  

 

⑤ 町営住宅について （ ８ . ５ . １ ）   

町営住宅については、「 基山町公営住宅等長寿命化計画」 に基づき、割田団地RC‐

1の屋上防水工事を行い、 長寿命化を図り まし た。  

 

⑥ 園部団地建て替えについて（ ８ . ５ . １ ）   

園部団地については、 建替えに伴う 移転に対する不安を解消するため、 移転に係

る必要な経費を補助する園部団地入居者移転補助制度及び移転先の家賃に対し て

最大５ 年間補助を行う 園部団地入居者移転先住宅家賃補助制度を創設し まし た。 移
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転補助金は４ 件、 家賃補助金は２ 件交付し 、 園部団地入居者の円滑な移転を促進し

まし た。  

 

  ⑦ 地域優良賃貸住宅について （ ８ . ５ . ２ ）   

    町内初のＰ Ｆ Ｉ 方式での地域優良賃貸住宅である、 子育て・ 若者世帯の定住促進

住宅「 アモーレ・ グラ ンデ基山」 の運営を行い、 令和４ 年度末で30戸満室の状況と

なっ ています。  

 

( ９ )  消防費 

① 消防について （ ９ . １ . １ ～９ . １ . ３ ）   

火災件数については、 建物火災２ 件、 車両火災１ 件、 その他の火災４ 件、 被害総

額48, 835千円と なっ ており 、 救急車の出動は684回と なっ ています。  

消防団員の訓練については、 ５ 月に特別教養訓練を実施し 、 ８ 月に予定し ており

まし た夏季訓練は、 新型コ ロナウイ ルス感染症の拡大により 中止と なり まし たが、

11 月には第８ 部管内において秋季防火訓練を令和５ 年３ 月には第９ 部管内におい

て春季防火訓練を実施し 、 団員の技能習得と 練磨に努めまし た。  

消防施設については、 消防水利確保のため、 法定耐用年数を経過し た消火栓３ 基

の更新を行いまし た。  

 

 ( 10)  教育費 

① 教育総務費について （ 10. １ . ２ ）   

  不登校児童に対応する為、 教育支援センタ ー「 まいるーむ」 で子ども の居場所

を提供し 学習支援を行いまし た。  

  また、 子ども の未来応援交付金を活用し た小学校３ 年生と 小学校６ 年生を対象に

放課後補充学習（ ｉ ｉ ゼミ ） の実施や、 無料塾「 マナビバｉ ｎ 基山」 をＮ Ｐ Ｏ 法人

いるかと 実施し まし た。 主体的な学習の仕方を身に付けさ せ、 基礎的・ 基本的な学

力の確実な定着を図り まし た。  

さ ら に、 学習環境の充実の為、 オンラ インで「 マナビバｉ ｎ 基山」 を教育支援

センタ ー「 まいるーむ」 でも 実施し まし た。  

基山町育英資金貸付事業については、地域皆様方のご理解を得て３ 件、180千円の

寄附をいただきまし た。令和４ 年度の貸付件数は５ 件、貸付金額は1, 080千円と なっ

ています。  

 

② 小学校費について （ 10. ２ . １ ～10. ２ . ４ ）   

英語活動の更なる充実のため、 Ａ Ｌ Ｔ を配置し 外国語を通し たコ ミ ュ ニケーショ

ン能力の育成を図り まし た。 放課後児童ク ラ ブと 連携し た放課後補充学習など、 学

校及び地域の公民館を使いながら 学習支援を行いまし た。  
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若基小学校へ小規模特認校制度を利用し て就学する児童に対し 、 新たに購入す

る必要が生じ た制服等の費用及び通学時に利用するコ ミ ュ ニティ バスの利用料を

助成し 、 保護者の経済的負担軽減するこ と により 、 小規模特認校の利用促進を図

り 、 令和５ 年度の新１ 年生が２ ク ラ スと なり まし た。  

学習及び生活の場と し て教育環境を整えるため、 基山小学校児童数増加に伴

い、 職員室の間仕切り 拡幅を行い、 新型コ ロナウイ ルス感染症対策を施し まし

た。  

Ｇ Ｉ Ｇ Ａ スク ール構想に対応するため、 Ｉ Ｃ Ｔ 支援員を配置し て、 学習支援を

行いまし た。 また、 授業中の活用だけでなく 、 長期休業期間中等に家庭でも 使用

さ せるため、 通信機器（ Ｗｉ -Ｆ ｉ モバイ ルルータ ー） を整備し まし た。  

夏季休業や冬季休業期間中には、 タ ブレッ ト 端末を持ち帰っ て、 デジタ ル教材

に取り 組ませたり 、 登校日をなく し てオンラ インミ ーティ ングを実施し たり する

など、 Ｇ Ｉ Ｇ Ａ スク ール構想の促進を図り まし た。  

特別支援学級に補助員を配置し 、 支援の必要な児童の学力と 生活力向上のため

の指導・ 支援体制の充実に努めまし た。  

また、 臨床心理に関し て高度な専門知識・ 経験を有するスク ールカウンセラ ー

を１ 人配置し 、 心の悩み相談や不登校等の諸問題への対応や改善に努めまし た。  

更に、 昨今の社会問題と なっ ている児童生徒の家庭の貧困やヤングケアラ ーな

ど複雑化する家庭内の諸問題、 不登校、 発達障害等に柔軟に対応するため、 スク

ールソ ーシャ ルワーカーを配置し 、 諸問題への対応に努めまし た。  

新型コ ロナウイ ルス感染症対策と し て、 各学校へのスク ール・ サポート ・ スタ

ッ フ ２ 名の配置、 空気清浄機等の備品及び消毒液の配布を行いまし た。  

 

③ 中学校費について （ 10. ３ . １ ～10. ３ . ２ ）   

学力向上と 学習習慣の定着を図るため、 放課後に講師による補充学習事業に取り

組みまし た。 英語活動の更なる充実のため、 Ａ Ｌ Ｔ を配置し 外国語を通し たコ ミ ュ

ニケーショ ン能力の育成を図り まし た。 また、 スク ールカウンセラ ー、 スク ールソ

ーシャ ルワーカー、 スク ールサポータ ーを配置し 、 心の面から の教育や生活相談・

教育相談等の支援体制の充実を図り まし た。  

Ｇ Ｉ Ｇ Ａ スク ール構想に対応するため、 Ｉ Ｃ Ｔ 支援員を配置し て、 学習支援を

行いまし た。 また、 タ ブレッ ト 端末を長期休業期間中に持ち帰り 、 家庭学習に使

用するため、 通信機器（ Ｗｉ -Ｆ ｉ モバイ ルルータ ー） を整備し まし た。  

特別支援学級に補助員を配置し 、 一人ひと り の障害の状況に合っ た支援ができ

るよう 支援体制の充実に努めまし た。  

また、 引き続きスク ールサポータ ーを配置し 、 校内における問題行動などへの

対応や非行防止に努めまし た。  

小学校と 同様に中学校にも スク ールカ ウンセラ ーと スク ールソ ーシャ ルワーカ
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ーを配置し 、 また、 不登校加配教員も 令和４ 年度から 配置し 、 心の悩み相談や不登

校、 貧困問題、 ヤングケアラ ー、 発達障害等に迅速に対応できるよう 努めまし た。 

学習内容の定着が十分に図れていない生徒のため、 地域の人材（ 退職教職員等

の社会人や保護者、 大学生等） を活用し 、 基礎学力の定着と 学ぶ楽し さ 、 学習へ

の意欲づけを図るこ と を目的に、 放課後に補充学習を行いまし た。  

新型コ ロナウイ ルス感染症対策と し て、 スク ール・ サポート ・ スタ ッ フ ２ 名の

配置、 空気清浄機等の備品及び消毒液の配布を行いまし た。  

持続可能な部活動の推進のため、 専門性のある地域のスポーツク ラ ブの指導者

を学校部活動において活用し 、 教職員の働き方改革を推進し まし た。  

 

④ 社会教育について （ 10. ４ . １ ）  

基山町合宿所は1, 447名の利用者と なり 、 令和３ 年度より 500名以上利用者が増

加し まし た。  

基山町キャ ンプ場では、延べ1, 428人の方に利用し ていただきまし た。利用件数は

昨年と 同数の150件と なり まし た。  

成人式では、 184名の若者が成人と し ての第一歩を踏み出し まし た。  

 

⑤ 青少年育成について （ 10. ４ . １ ）   

青少年健全育成事業と し て３ 年振り に小中学生を対象に実施し た夏期研修自然

等体験では、 福岡県う きは市で山林セラ ピーを体験し 全身で自然に親し みまし

た。 小学生を対象にし たふれあい合宿では、 合宿所やキャ ンプ場を活用し て活動

し 、 団体生活での仲間づく り の大切さ を学び、 児童と 地域リ ーダーのふれあいを

通し て青少年の健全な育成に取り 組みまし た。  

また、 基山町青少年健全育成町民大会（ 少年の主張発表） では、 町内の小中学

校から ８ 名の児童生徒が日頃の思いを堂々と 発表し 、 基山中学校吹奏楽部も 練習

の成果を演奏で披露し 大会に花を添えまし た。  

子ども ク ラ ブ事業は、 ３ 年振り にスポーツ大会を開催し 、 総合体育館を会場にド

ッ ヂビーで勝敗を競う 子ども 達と 応援者の歓声が広がり 、 学校や学年の枠を超えて

交流を図るこ と ができまし た。 予定し ていた自然体験活動等については、 新型コ ロ

ナウイルス感染症拡大の影響により 中止と なり まし た。  

 

⑥ 合宿所を核と し た各種団体、 イベント の誘致について （ 10. ４ . １ ）  

    町民会館や総合体育館に合宿所のポスタ ー・ パンフ レッ ト を設置し まし た。 佐賀

県内外から の団体利用も あり 、 基山町で開催さ れる野球、 ソ フ ト ボール、 空手、

バド ミ ント ン等の大会等を誘致するこ と ができまし た。  

また、佐賀県と 連携し て、８ 月に６ 日間の久光スプリ ングスの国体合宿を誘致し 、

練習を一般公開すると と も に、 基山町をはじ めと する近隣地域の子ども たちへのバ
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レーボール教室を実施するこ と ができまし た。  

 

⑦ 文化財保護について （ 10. ４ . ３ ）   

基肄城跡保存整備事業について、 文化庁や基肄城跡保存整備委員会の指導・ 助

言を得ながら 進めています。 保存整備委員会の活動では、 基肄城跡災害復旧の現

場の視察を行ない、 水門取水部の堰の構造についての助言に基づき、 復旧し まし

た。    

また、 令和５ 年度の保存存整備事業の方針、 基肄城跡保存整備基本設計の仕様

について協議を行いまし た。  

    埋蔵文化財事業については、 文化財保護の観点から 開発事業者と 調整を図り 、 住

宅建設等開発地の埋蔵文化財確認調査を行いまし た。 さ ら に、 下水道事業の汚水

処理施設建設地について古寺遺跡本発掘調査と その整理作業を実施し まし た。  

文化財や文化遺産の啓発普及事業では、 基肄城の絵はがきコ ンク ールを開催し

まし た。 コ ンク ールは小中学生を対象に募集し たと こ ろ、 1, 121通の応募があり 、

優秀賞13点をはじ め、 すべての絵はがきを基山町図書館や佐賀県庁県民ホール及

び町民会館で公開展示し 、 多く の皆様に見ていただき、 基肄城跡に関心を持っ て

いただく 、 きっ かけづく り と なり まし た。                        

また、 新型コ ロナウイルス感染症拡大予防対策により 、 神事のみと なっ た荒穂

神社の御神幸祭や園部く んちの民俗芸能に関し ては、 町立図書館で、「 きやまの民

俗芸能Ⅲ」 展を開催し 、 祭り の衣装・ 道具の展示と 併せて、 祭礼の様子をパネル

で展示するなど、 伝統芸能の保存と 顕彰を図り まし た。  

基山町歴史的風致維持向上計画に基づく 事業については、「 天智天皇欽仰之碑」

と 「 通天洞」 を新たに歴史的風致形成建造物と し て指定を行い建造物保存に努め

ています。 さ ら に「 梁井家文書」 の文化遺産調査を行ない、 二国境石に係る情報

等を町民向けに分かり 易く まと めまし た。 また、「 まんが基肄城のヒ ミ ツ」 をデジ

タ ル化し 、 音響効果やナレーショ ンを加えた電子紙芝居「 まんが基肄城のヒ ミ

ツ」 を制作し 、 基肄城跡の啓発を行ないまし た。  

 

⑧ 図書館費について （ 10. ４ . ４ ）  

基山町立図書館は、令和４ 年４ 月１ 日に開館６ 周年を迎え、令和４ 年10月22日に

は入館者90万人を達成し まし た。  

 ブッ ク スタ ート 事業では、７ 、８ か月児の保護者に絵本の読み聞かせについて講

話を行い、絵本のプレゼント を行いまし た。セカンド ブッ ク プレゼント 事業では、

小学１ 年生の児童に絵本と 町内の障害福祉事業所で作成し た図書館通いバッ ク を

手渡し するなど、 図書館の利用促進と 乳幼児期から 小学生までの子ども の読書環

境の整備に努めまし た。  

また、10月22日には、ボラ ンティ ア団体手をつなごう 図書館の会と 共催で、竹あ
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かり ナイト ｉ ｎ 図書館を行い夜の図書館をお楽し みいただきまし た。  

令和４ 年度は、高齢者の読書推進事業に努め、認知症関連図書の展示や講演会、

高齢者カフ ェ へ出向いての図書館利用の推進を行いまし た。  

 なお、 令和４ 年度の基山町立図書館の入館者は、 138, 639人、 図書貸出利用者の

人数53, 931人、 図書の貸出冊数274, 966冊と 多く の方にご利用いただきまし た。  

 

⑨ 文化振興について （ 10. ４ . ５ ）   

住民の生涯学習推進を図るため、 パソ コ ン教室、 タ ブレッ ト 教室、 囲碁教室を

開講し 、 延べ297人のご参加をいただきまし た。  

12月のふ・ れ・ あ・ いフ ェ スタ で、 公演し ている「 きやま創作劇」 につきまし

ては、 当日は１ 回のみの公演と なり まし たが、 360人の方にご来場いただきまし

た。  

町民会館利用者につきまし ては、 町内外より 年間4, 614件、 121, 934人の方にご

利用いただきまし た。  

 

⑩ 保健体育について （ 10. ５ . １ ）   

区対抗スポーツ大会、 ク ロスロード スポーツ・ レク リ エーショ ン祭、 第31回き

やまロード レース大会・ 第８ 回きやまスロージョ ギング大会、 小学生駅伝を３ 年

ぶり に開催し まし た。 また、 プロスポーツチームや実業団によるバレー、 サッ カ

ー、 陸上教室を開催し まし た。 ３ 月はふるさ と 応援寄付金を活用し 、 サガン鳥栖

と 佐賀バルーナーズの基山町応援Ｄ Ａ Ｙ を開催し まし た。  

 

⑪ 体育施設について （ 10. ５ . ２ ）   

多目的グラ ウンド の照明を25灯修繕し まし た。 令和３ 年度から 令和５ 年度まで

の３ 年間で修繕を行います。  

また、 体育施設利用者につきまし ては、 町内外より 年間9, 578件、 220, 035人の

方にご利用いただきまし た。  

 

⑫ 国民スポーツ大会推進事業について（ 10. ５ . ２ ）   

令和６ 年10月のＳ Ａ Ｇ Ａ ２ ０ ２ ４ 国民スポーツ大会卓球競技開催に向けて、 令

和４ 年10月には、 栃木県鹿沼市開催のいちご一会と ちぎ国体と 鹿児島県鹿児島市

開催の燃ゆる感動かごし ま国体リ ハーサル大会の視察調査を行いまし た。  

12月には、 早田ひな選手による卓球教室と ト ーク ショ ーを実施し 、 町内外の約

200名にご参加いただきまし た。 その外、 のぼり 旗、 公用車用マグネッ ト シール、

職員用オリ ジナル名刺の作成、 町内の小中学校訪問を実施し 、 大会の認知度や参

加意識の向上を図り まし た。  

また、 Ｓ Ａ Ｇ Ａ ２ ０ ２ ４ 国民スポーツ大会本大会、 リ ハーサル大会の競技会場

等の設計業務を実施し まし た。  
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⑬ 学校給食について （ 10. ５ . ３ ）   

学校給食センタ ーにおいては、 安全でおいし い給食の提供のために、 調理器具の

点検や食材の検品を日々行いまし た。 また、 小中学生の栄養面にも 配慮し て献立表

を作成し まし た。 学校では、 児童生徒に献立表を配布し 、 食育を通し て、 食べるこ

と の重要性や、 残菜を少なく するこ と で食材を無駄に廃棄し ない取組を行いまし た。 

また、 コ ロナ禍における原油価格や電気・ ガス料金を含む物価高騰により 食材費

等の負担が増える現状でも 、 保護者等負担金を増額するこ と なく こ れまで通り の栄

養バラ ンスや量を保っ た給食を提供する町立小中学校に対し て、 円滑な給食の実施

を支援するため、 食材費の増額分について補助し まし た。 エネルギー・ 食料品価格

等の物価高騰の影響が大きい多子世帯について、 学校に通う 児童生徒の保護者の給

食費負担を軽減するため、 小中学校に同時に通う 児童生徒の第３ 子以降の学校給食

食材費を補助し まし た。  

 

( 11)  災害復旧費 

① 農地農業用施設現年災害復旧について （ 11. １ . １ ）  

令和３ 年８ 月発生の農地災害復旧５ か所、 農業用施設（ 水路） 災害復旧１ か所に

ついて復旧工事を完了し まし た。  

また、 令和４ 年７ 月の豪雨により 発生し た農地及び農業用施設（ 水路） 災害復旧

１ か所について、 実施設計及び復旧工事を完了し まし た。  

 

② 林業施設災害復旧について （ 11. １ . ２ ）   

令和３ 年８ 月豪雨により 発生し た８ か所、 12工区の林道施設災害の復旧工事を完

了し まし た。 その他小規模の法面崩壊に対する修繕や、 倒木、 土砂等の撤去を行い

まし た。  

 

③ 公共災害復旧について （ 11. ２ . １ ）   

梅雨期における降雨、 台風被害や冬期の降雪により 発生し た、 倒木や土砂等の撤

去を行い公共土木施設の機能維持に努めまし た。  

 

 ④ 文教施設災害復旧について （ 11. ４ . ２ ）   

    令和４ 年度の災害復旧事業と し ては、 特別史跡基肄城跡水門跡災害復旧工事（ 取 

水部） では、 水門北側の土砂の撤去、 災害前のよう に堰を復旧し 、 水路本流から

水門にも 分流するよう に復旧し まし た。  

 

( 12)  公債費 

① 町債償還について （ 12. １ . １ ～12. １ . ２ ）   

決算額は594, 087千円で、 前年度と 比較すると 7, 349千円の増と なり まし た。  
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国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 

 

（ １ ） 被保険者数（ 年度平均） の状況 

   令和４ 年度の世帯数は2, 176世帯、 被保険者数は3, 464人で、 被保険者数は後期高齢

者医療や被用者保険への加入等によっ て前年度と 比較し て減少し まし た。 また、 退

職被保険者等は、 退職者医療制度の経過措置期間終了により 減少し 、 令和４ 年度の

対象者はいませんでし た。  

 

年 度 
国保加入 

世 帯 数 

被保険者数 

( 人)  

内           訳 

一般被保険者 退職被保険者等 

人数( 人)  割合( ％)  人数( 人)  割合( ％)  

３  2, 165 3, 510 3, 510 100. 00 0 0. 00 

４  2, 176 3, 464 3, 464 100. 00 0 0. 00 

比 較 11 △46 
 

伸 率 0. 51% △1. 31% 

 

（ ２ ） 財政の状況 

令和４ 年度の決算額は、 歳入総額2, 100, 751千円、 歳出総額2, 014, 573千円と なり 、

前年度と 比べ、 歳入が12, 009千円、 0. 57％の増加、 歳出が14, 163千円、 0. 71％の増加

と なり まし た。 平成30年度から 都道府県が財政運営の責任主体と なり 、 市町村が資格

管理や保険給付等を担う こ と と なり まし た。  

収支差引額は86, 178千円で、 前年度繰越金を勘案し た実質単年度収支額は3, 747千

円の赤字と なり まし た。 財政調整基金は、 利子27千円を積み立て、 特定健診集団分健

診費用額に787千円、 18歳以下の第３ 子以降の均等割減免額に173千円、 また令和４ 年

度から 子育て支援を目的と し た国の施策と し て実施さ れており ます未就学児の被保

険者の均等割減免額の残額を町独自減免と し て659千円充てるなどし て、 令和４ 年度

末の基金残高は310, 740千円になり まし た。  

国民健康保険税は、加入世帯の増加等により 前年度と 比較し て、2, 783千円、 0. 74％

増加し まし た。国民健康保険税率については、平成30年度から 財政が県単位化と なり 、

将来的な国民健康保険税の平準化、 財政基盤の安定を図るため、 令和２ 年度に税率の

改定を行いまし たが、 令和４ 年度の改定はあり ません。  

高い収納率を維持するため、 短期被保険者証を活用し 積極的に滞納者と 接触の機会

を図り 、 納税相談の実施により 自主納付を促す取組を行っ ています。 国民健康保険税

は、 保険財政の健全な運営を行う ための重要な財源です。 今後と も 、 公平な立場から

収納率の向上に努めていきます。  

保険給付費は、 一人当たり の給付費の増加等により 、 前年度に比べ74, 189千円、

5. 48％増加し まし た。  

また、 生活習慣病の発症や重症化を予防するために保健事業に取り 組みまし た。  
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   諸支出金は、 令和３ 年度の保険給付費の実績により 、 保険給付費等交付金の償還金

と し て28, 378千円、 その他の繰出し と し て2, 499千円、 65. 36%減少し まし た。  

    

実質単年度収支額                               （ 単位： 千円）  

年度 
歳入総額 

 
（ Ａ ）  

歳出総額 
 

（ Ｂ ）  

歳入歳出
差引額 
（ Ｃ ）  

前年度 
繰越金 
（ Ｄ ）  

基金積 
立金 

（ Ｅ ）  

基金取 
崩し 額 
（ Ｆ ）  

実質単年度 
収支額 

Ｃ -Ｄ +Ｅ -Ｆ  

３  2, 088, 742 2, 000, 410 88, 332 145, 067 27 1, 167 △57, 875 

４  2, 100, 751 2, 014, 573 86, 178 88, 332 27 1, 620 △3, 747 

比較 12, 009 14, 163 △2, 154 △56, 735 0 453 54, 128 

伸率 0. 57% 0. 71% △2. 44% △39. 11% 0 38. 82% △93. 53% 

 

歳入 （ 主な内訳）                          ( 単位： 千円)  

年度 国民健康保険税 県支出金 一般会計繰入金 基金繰入金 繰越金 

３  378, 194 1, 428, 580 124, 832 1, 167 145, 067 

４  380, 977 1, 503, 255 124, 031 1, 620 88, 332 

比較 2, 783 74, 675 △801 453 △56, 735 

伸率 0. 74% 5. 23% 1. 83% 38. 82% △39. 11% 

 

歳出 （ 主な内訳）                          ( 単位： 千円)  

年度 総務費 保険給付費 
国民健康保険 

事業費納付金 
共同事業 
拠 出 金 

保 健 
事業費 

諸支出金 

３  24, 571 1, 354, 188 500, 512 0 31, 834 89, 144 

４  40, 338 1, 428, 377 481, 590 0 33, 364 30, 877 

比較 15, 767 74, 189 △18, 922 0 1, 530 △58, 267 

伸率 64. 17% 5. 48% △3. 78% 0 4. 81% △65. 36% 

 

（ ３ ） 国民健康保険税の状況  

                                 （ 単位： 千円、％、ポイ ント ）  

年度 
現年課税分 現年課税分＋滞納繰越分 

調定額 収入額 収入歩合 調定額 収入額 収入歩合 

３  379, 913 370, 442 97. 51 409, 023 378, 194 92. 46 

４  382, 584 373, 417 97. 60 413, 072 380, 977 92. 23 

比較 2, 671 2, 975 0. 09 4, 049 759 △0. 23 

伸率 0. 70 0. 80 0. 09 0. 99 0. 74 △0. 23 
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国民健康保険税現年課税分の一世帯及び一人当たり 調定額 

                 （ 世帯数・ 被保険者数は年度平均）  

年度 
一世帯当たり 調定額 一人当たり 調定額 

金額（ 円）  金額（ 円）  

３  175, 479 108, 237 

４  175, 820 110, 446 

比較 341 2, 209 

伸率 0. 19% 2. 04% 

 

（ ４ ） 保険給付費の状況                     （ 単位： 千円）  

年度 
療養給付費等 審査支払 

手 数 料 

出産育児 

一 時 金 
葬祭費 傷病手当 合計 

一般 退職者等 

３  1, 347, 128 0 4, 146 2, 100 720 94 1, 354, 188 

４  1, 421, 010 0 4, 177 2, 520 600 69 1, 428, 377 

比較 73, 882 － 31 420 △120 △25 74, 189 

伸率 5. 48% － 0. 75% 1. 20% △16. 67% △26. 60 5. 48% 

 

一人当たり の医療の費用額 （ 被保険者数は年度平均）           （ 単位： 円） 

年度 

区分 一般 退職 
( 再掲)     

前期高齢者 
全体 

人数 
３  3, 510 人 0 人 2, 019 人 3, 510 人 

４  3, 464 人 0 人 2, 000 人 3, 464 人 

３  450, 417 0 547, 873 450, 417 

４  480, 707 0 591, 201 480, 707 

比較 30, 290 － 43, 328 30, 290 

伸率 6. 72% － 7. 91% 6. 72% 

 

（ ５ ） 保健事業の取り 組み 

平成20年度から 特定健康診査、 特定保健指導が保険者に義務付けさ れ、 令和４ 年度

も 40歳から 74歳の被保険者を対象に実施いたし まし た。 特定健康診査につきまし ては、

受診率が51. 7％の見込みと なり 、 特定保健指導につきまし ては、 実施率が63. 4％の見

込みと なり まし た。   

   また、 保健指導については特定健診のデータ から 糖尿病や高血圧等と いっ た生活習

慣病から 引き起こ さ れる心疾患・ 脳血管疾患・ 腎疾患と いっ た疾患の予防のため、 地

区担当の保健師や管理栄養士による保健指導に重点を置き、 生活習慣病重症化予防の

推進を図り まし た。  

なお、 特定健康診査受診率・ 特定保健指導実施率は令和５ 年９ 月末日時点で確定す

るため、 今後変動する場合があり ます。  
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  特定健康診査等 

 
令和３ 年度 令和４ 年度 

対象者数 受診者数 受診率 対象者数 受診者数 受診率 

集団健診 

2, 629 人 

704 人 26. 8％ 

2, 573 人 

740 人 28. 8％ 

個別健診 359 人 13. 7％ 315 人 12. 3％ 

人間ド ッ ク  176 人 6. 7％ 199 人 7. 7％ 

脳ド ッ ク  72 人 2. 7％ 65 人 2. 5％ 

情報提供 9 人 0. 3％ 10 人 0. 4％ 

合計 1, 320 人 50. 2％ 1, 329 人 51. 7％ 

 

  特定保健指導 

 
令和３ 年度 令和４ 年度 

対象者数 実施者数 実施率 対象者数 実施者数 実施率 

積極的支援 25 人 12 人 48. 0％ 26 人 6 人 23. 1％ 

動機付支援 126 人 98 人 77. 8％ 116 人 84 人 72. 4％ 

合計 151 人 110 人 72. 8％ 142 人 90 人 63. 4％ 
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後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 

 

 後期高齢者医療制度は、 75歳以上の方と 一定の障がい があ る 65歳以上の方を

対象と し た 医療保険制度で す。制度の運営は、都道府県単位で 設置さ れて い る 広

域連合が主体と な り 、被保険者の認定や保険料額の決定、医療給付等の業務を 行

い ま す。 一方市町で は、 被保険者証の引き 渡し 、 申請や届出の受付、 窓口相談業

務、 保険料の徴収等を 行っ て いま す。  

 医療給付費の財源構成は、約１ 割が被保険者の保険料、約４ 割が現役世代から

の後期高齢者支援金、 残り の約５ 割が公費から の負担と な っ て い ま す。  

 令和５ 年３ 月末現在の被保険者数は、 65歳から 74歳が12人、 75歳以上が2, 643

人の合計2, 655人で す。 昨年度末よ り 135人増加し て い ま す。  

 令和４ 年度の決算額は、 歳入総額290, 750千円で 、 前年度と 比較し て 23, 259千

円、 8. 7％増加し ま し た 。 歳入の主な も のは、 保険料と 一般会計から の繰入金で

す。 繰入金の内訳は、 保険料軽減補て ん分の保険基盤安定負担金、 広域連合の事

務費等と な っ て い ま す。  

 令 和 ４ 年 度 の 保 険 料 の 収 納 状 況 は 、 調 定 額 226, 576, 900 円 、 収 入 済 額

226, 781, 500円、 還付未済額404, 700円で 、 収納率は99. 91％と な っ て いま す。  

 歳出総額は289, 914千円で 、前年度と 比較し て 22, 770千円、8. 5％増加し ま し た 。

歳出の主な も のは後期高齢者医療広域連合納付金で 、そ の内訳は、保険料や保険

基盤安定負担金の保険料等納付金と 、広域連合の事務費納付金で す。前年度と 比

較する と 22, 326千円、 8. 5％増加し ま し た 。  

 歳入歳出の款別内訳は、 次のと お り で す。  
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 歳入( 款別)                        （ 単位： 千円、 ％）  

 令和３ 年度 令和４ 年度 
伸率 

構成比 決算額 
構成

比 
決算額 決算額 

１  後期高齢者医療保険料 208, 741 78. 0 226, 782 78. 0 8. 6 

２  使用料及び手数料 12 0. 0 15 0. 0 25. 0 

３  受託収入 3, 689 1. 4 4, 569 1. 6 23. 9 

４  繰入金 54, 649 20. 4 58, 758 20. 2 7. 5 

５  繰越金 194 0. 1 347 0. 1 78. 9 

６  諸収入 206 0. 1 279 0. 1 35. 4 

歳入合計 267, 491 100. 0 290, 750 100. 0 8. 7 

 

 

 

歳出( 款別)                        （ 単位： 千円、 ％）  

 令和３ 年度 令和４ 年度 
伸率 

決算額 構成比 決算額 構成比 

 １  総務費 1, 264 0. 5 732 0. 2 △42. 1 

 ２  
後期高齢者医療広
域連合納付金 261, 962 98. 0 284, 288 98. 1 8. 5 

 ３  保健事業費 3, 689 1. 4 4, 576 1. 6 24. 0 

 ４  諸支出金 229 0. 1 318 0. 1 38. 9 

 ５  予備費 0 0. 0 0 0 0 

歳出合計 267, 144 100. 0 289, 914 100. 0 8. 5 
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Ⅱ． 令和５ 年度補正予算 
  

令和５ 年度の当初予算の概要については、前回の財政事情で説明し まし たので、

今回は補正予算（ ９ 月追加補正予算まで） の概要について説明いたし ます。  

 

１ ． 一般会計 

 

( １ )  補正予算第１ 号（ ５ 月臨時補正予算）  

電力・ ガス・ 食料品等価格高騰重点支援、 新型コ ロ ナウイ ルスワク チン接種体制確

保に係る 予算の計上を 行いまし た。その結果、補正予算の総額は 237, 934 千円の

増額で、 こ れを 既定の予算と 合わせる と 8, 211, 038 千円と なっ ています。  

 

歳入の主な内容は、 次のよ う なも のです。  

①  国庫支出金 169, 248 千円の増額 

②  県支出金 1, 915 千円の増額 

③  繰入金 16, 760 千円の増額 

④  諸収入 50, 011 千円の増額 

 

歳出の主な内容は、 次のよ う なも のです。  

①  電力・ ガス・ 食料品等価格高騰重点支援給付金 41, 387 千円の追加 

②  新型コ ロナウイ ルスワク チン 接種事業 66, 313 千円の追加 

③  子育て世帯生活支援特別給付金 7, 350 千円の追加 

④  新生児特別定額給付金 6, 000 千円の追加 

⑤  プ レ ミ アム付商品券事業 150, 000 千円の追加 

 

( ２ )  補正予算第２ 号（ ５ 月追加臨時補正予算）  

デジタ ル田園都市国家構想交付金事業に係る 予算の計上を 行いま し た。 その結

果、 補正予算の総額は 225, 315 千円の増額で、 こ れを 既定の予算と 合わせる と

8, 436, 353 千円と なっ ています。  

 

歳入の主な内容は、 次のよ う なも のです。  

①  国庫支出金 90, 195 千円の増額 

②  財産収入 131, 800 千円の増額 

③  繰入金 3, 320 千円の増額 

 

歳出の主な内容は、 次のよ う なも のです。  
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①  電子入札システム・ 契約管理システム導入業務 6, 655 千円の追加 

②  デジタ ル流通基盤によ る 高齢者支援業務 86, 868 千円の追加 

 

( ３ )  補正予算第３ 号（ ６ 月補正予算）  

人事異動に伴う 人件費の補正およ び事業費の増減に伴う 予算の計上を 行いま

し た。 その結果、 補正予算の総額は 15, 269 千円の減額で、 こ れを 既定の予算と

合わせる と 8, 421, 084 千円と なっ ています。  

 

歳入の主な内容は、 次のよ う なも のです。  

①  国庫支出金 8, 336 千円の減額 

②  県支出金 3, 792 千円の増額 

③  繰入金 9, 810 千円の減額 

④  諸収入 13, 275 千円の増額 

⑤  町債 14, 200 千円の減額 

 

歳出の主な内容は、 次のよ う なも のです。  

①  社会資本整備総合交付金事業（ 防災・ 安全）  13, 433 千円の追加 

②  生涯現役地域づく り 環境整備部会貸付金 10, 000 千円の追加 

③  社会資本整備総合交付金（ 道路）  46, 434 千円の減額 

④  佐賀県Ｋ Ｉ Ｚ Ｕ Ｋ Ｉ ・ 看板改修支援事業 4, 074 千円の追加 

 

( ４ )  補正予算第４ 号（ ７ 月臨時補正予算）  

先導的官民連携支援事業調査事業に伴う 予算の計上を 行いまし た。その結果、補

正予算の総額は 10, 890 千円の増額で、こ れを 既定の予算と 合わせる と 8, 431, 974

千円と なっ ています。  

 

( ５ )  補正予算第５ 号（ ８ 月専決処分）  

７ 月豪雨災害復旧費に係る 予算の専決処分を 行いまし た。 その結果、 補正予

算の総額は 45, 400 千円の増額で、こ れを 既定の予算と 合わせる と 8, 477, 374 千

円と なっ ています。  

 

( ６ )  補正予算第６ 号（ ９ 月補正予算）  

事業費の増減に伴う 予算の計上を 行いまし た。 その結果、 補正予算の総額は

483, 707 千円の増額で、こ れを 既定の予算と 合わせる と 8, 961, 081 千円と なっ て

います。  
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歳入の主な内容は、 次のよ う なも のです。  

①  町税 91, 799 千円の増額 

②  地方特例交付金 19, 765 千円の増額 

③  地方交付税 280, 108 千円の増額 

④  国庫支出金 78, 170 千円の増額 

⑤  県支出金 41, 643 千円の増額 

⑥  繰入金 295, 763 千円の減額 

⑦  繰越金 266, 468 千円の増額 

 

歳出の主な内容は、 次のよ う なも のです。  

①  財政調整基金積立金 141, 000 千円の増額 

②  子ども 家庭セン タ ー整備工事 19, 066 千円の追加 

③  認可化移行運営費支援事業費補助金 3, 861 千円の増額 

④  林道施設災害復旧測量設計業務委託 19, 041 千円の追加 

⑤  町民会館大ホール・ 町営テニスコ ート 修繕 33, 622 千円の追加 

⑥  公共土木施設・ 農地農業用施設災害復旧工事 40, 000 千円 

 

２ ． 国民健康保険特別会計 

 

( １ )  補正予算第１ 号（ ６ 月補正予算）  

人事異動に伴う 人件費の補正を 行いま し た。 その結果、 補正予算の総額は

1, 327 千円の減額で、 こ れを 既定の予算と 合わせる と 2, 101, 359 千円と なっ て

います。  

 

（ ２ ） 補正予算第２ 号（ ９ 月補正予算）  

９ 月補正予算においては、 国民健康保険税、 繰越金の確定によ る 予算の計上

を 行いまし た。 その結果、 補正予算の総額は 18, 500 千円の増額で、 こ れを 既定

の予算と 合わせる と 2, 119, 859 千円と なっ ています。  

 

３ ． 後期高齢者医療特別会計 

 

（ １ ） 補正予算第１ 号（ ９ 月補正予算）  

 ９ 月補正予算においては、後期高齢者医療広域連合納付金等の予算の計上を

行いまし た。 その結果、 補正予算の総額は 36, 049 千円の増額で、 こ れを 既定

の予算と 合わせる と 343, 577 千円と なっ ています。  
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○歳 入 （ 単位： 千円、 ％）

区　 分 対予算額

 款　 名 収入率

１ 町税 2, 523, 410 1, 652, 191 65. 5

２ 地方譲与税 56, 828 17, 360 30. 5

３ 利子割交付金 563 305 54. 2

４ 配当割交付金 8, 661 1, 481 17. 1

５ 株式等譲渡所得割交付金 6, 881 0 0. 0

６ 法人事業税交付金 30, 534 20, 144 66. 0

７ 地方消費税交付金 299, 815 235, 889 78. 7

８ 環境性能割交付金 3, 828 1, 466 38. 3

９ 地方特例交付金 26, 460 26, 460 100. 0

10 地方交付税 1, 403, 620 999, 820 71. 2

11 交通安全対策特別交付金 2, 292 984 42. 9

12 分担金及び負担金 23, 991 14, 373 59. 9

( 308) ( 0) ( 0. 0)

13 使用料及び手数料 132, 121 71, 130 53. 8

14 国庫支出金 1, 388, 794 453, 366 32. 6

( 13, 229) ( 0) ( 0. 0)

15 県支出金 610, 114 204, 223 33. 5

( 57, 231) ( 2, 949) ( 5. 2)

16 財産収入 137, 058 134, 423 98. 1

17 寄附金 905, 211 440, 302 48. 6

18 繰入金 730, 266 1, 386 0. 2

19 繰越金 281, 468 281, 468 100. 0

20 諸収入 187, 980 101, 937 54. 2

21 町債 201, 186 0 0. 0

( 12, 400) ( 0) ( 0. 0)

8, 961, 081 4, 658, 708 52. 0

( 88, 614) ( 8, 395) ( 9. 5)

【 注】 下段の（ 　 ） 書き は、 前年度から の事業繰越分を 外書き し たも のです。

計

Ⅲ． 令和５ 年度予算の執行状況

  令和５ 年度の一般会計及び特別会計予算の令和５ 年９ 月30日現在の執行状況
は、 次のと おり です｡

令和５ 年度一般会計予算の執行状況（ 令和５ 年9月30日現在）

収入済額予算現額
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○歳 出

区　 分 

 款　 名

１ 議会費 101, 094

２ 総務費 2, 172, 537

( 1, 555)

３ 民生費 3, 128, 792

( 48, 702)

４ 衛生費 768, 828

５ 労働費 17, 839

６ 農林水産業費 112, 172

( 3, 932)

７ 商工費 272, 544

８ 土木費 500, 151

( 28, 537)

９ 消防費 285, 432

10 教育費 810, 417

11 災害復旧費 114, 058

( 5, 888)

12 公債費 593, 710

13 諸支出金 72, 363

14 予備費 11, 144

8, 961, 081

( 88, 614)
【 注】 下段の（ 　 ） 書き は、 前年度から の事業繰越分を 外書き し たも のです。

（ 単位： 千円、 ％）

区　 分 

 会　 計　 名 収入済額 収入割合 支出済額 支出割合

2, 056, 763 1, 143, 852 55. 6 1, 134, 388 55. 2

313, 092 138, 187 44. 1 123, 710 39. 5

44. 1

4. 4

50. 0

0. 1

( 84. 2)

357, 479

4, 966

297, 085

56

( 4, 955)

対予算額
支出割合

55. 5

27. 7

( 0. 0)

46. 7

( 48. 9)

89. 4

( 0) ( 0. 0)

予算現額

令和５ 年度特別会計予算の執行状況（ 令和５ 年９ 月30日現在）

歳　 　 　 入
予算現額

支出済額

56, 105

601, 553

( 0)

1, 582, 897

356, 934

16, 351

52, 808

3, 934, 477

( 22, 843)

119, 525

233, 672

国民健康保険
特別会計

後期高齢者医療
特別会計

0. 0

43. 9

( 25. 8)

歳　 　 　 出

0

計

( 3, 932) ( 100. 0)

( 13, 956)

255, 046

50. 6

46. 4

91. 7

47. 1

43. 9
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Ⅳ． 財産の状況 
 

 

 令和４ 年度末現在での所有財産の状況は、 以下の調書のと おり です。  
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財　　産　　に　　関　　す　　る　　調　　書 　　
1　公有財産
（１）　土地及び建物　(令和４年度) （単位：㎡）

前年度末
現在高

決算年度中
増減高

決算年度末
現在高

決算年度中
増減高

決算年度末
現在高

前年度末
現在高

決算年度中
増減高

決算年度末
現在高

前年度末
現在高

決算年度中
増減高

決算年度末
現在高

庁 舎 75,891.99 75,891.99 7,218.44 7,218.44 7,218.44 0.00 7,218.44

消 防 施 設 5,948.46 5,948.46 0.00

環 境 保 全 施 設 33.42 33.42 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

文 化 財 等 施 設 0.00 0.00 0.00

そ の 他 の 公 用 財 産 1,374.29 1,374.29 185.72 185.72 185.72 0.00 185.72

駅 前 施 設 3,173.94 3,173.94 205.81 205.81 205.81 0.00 205.81

河 川 区 域 1,643.00 1,643.00 0.00

学 校 72,592.99 72,592.99 19.50 27,285.66 27,285.66 27,305.16 0.00 27,305.16

環 境 保 全 施 設 947.33 11.49 958.82 0.00

公 衆 用 道 路 929,051.77 2,003.59 931,055.36 0.00

自 然 環 境 保 護 施 設 62,329.00 62,329.00 0.00

社 会 教 育 施 設 18,438.09 18,438.09 7.72 585.74 5,745.01 5,745.01 6,323.03 7.72 6,330.75

社 会 体 育 施 設 23,038.08 23,038.08 6,862.46 6,862.46 6,862.46 0.00 6,862.46

消 防 施 設 0.00 0.00 0.00

水 路 17,276.89 214.78 17,491.67 0.00

葬 祭 公 園 5,131.23 5,131.23 333.95 333.95 333.95 0.00 333.95

そ の 他 の 公 園 100,791.77 148.00 100,939.77 58.80 58.80 58.80 0.00 58.80

町 営 住 宅 34,237.50 34,237.50 15,410.10 15,410.10 15,410.10 0.00 15,410.10

都 市 計 画 構 築 物 0.00 0.00 0.00

都 市 公 園 218,692.97 218,692.97 231.78 8.64 8.64 240.42 0.00 240.42

農 業 用 施 設 20,454.94 20,454.94 21.66 249.18 249.18 270.84 0.00 270.84

福 祉 施 設 21,295.84 21,295.84 307.18 5,359.33 5,359.33 5,666.51 0.00 5,666.51

文 化 財 等 施 設 653,432.68 653,432.68 140.55 140.55 140.55 0.00 140.55

保 健 衛 生 施 設 0.00 0.00 1,377.96 1,377.96 1,377.96 0.00 1,377.96

観 光 施 設 2,446.00 2,446.00 12.00 41.55 41.55 53.55 0.00 53.55

緑 地 0.00 0.00 0.00

そ の 他 の公 共 用 財 産 24,858.76 24,858.76 98.05 120.78 120.78 218.83 0.00 218.83

2,293,080.94 2,377.86 2,295,458.80 7.72 1,275.91 70,603.94 0.00 70,603.94 71,872.13 7.72 71,879.85

49,425.05 49,425.05

54,226.00 54,226.00

103,651.05 0.00 103,651.05 0.00 0.00

2,396,731.99 2,377.86 2,399,109.85 7.72 1,275.91 70,603.94 0.00 70,603.94 71,872.13 7.72 71,879.85

区分
土地

建物
木造 非木造 延面積

前年度末
現在高

合 計 1,268.19

行
政
財
産

公
用
財
産

19.50

普
通
財
産

公
共
用
財
産

98.05

小 計 1,268.19

578.02

231.78

21.66

307.18

12.00

山 林

小 計

0.00

土 地 建
物

-
4
 -
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( 2) 　 山　 林

前 年 度 末
現 在 高

決 算 年 度 中
増 減 高

決 算 年 度 末
現 在 高

所 有 671, 229. 60 0. 00 32, 580. 05

合 計 671, 229. 60 0. 00 32, 580. 05

( 3) 　 出資による権利 （ 令和４ 年度）

32, 580. 05

（ 令和４ 年度）

土 地 の 権 利
の 区 分

面　 　 積　 　 ( 単位： ㎡) 立木の推定蓄積量　 　 ( 単位： ㎥)

決 算 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

決 算 年 度 中
増 減 高

0. 00671, 229. 60

671, 229. 60 32, 580. 05 0. 00

区 分
前 年 度 末
現 在 高

決 算 年 度 中
増 減 高

決 算 年 度 末
現 在 高

（ 単位： 千円）

佐賀県信用保証協会出捐金 4, 050 0 4, 050

佐賀県園芸農業振興基金協会入会預り 金 400 0 400

佐賀県農業公社出捐金 50 0 50

基山町土地開発公社出資金 1, 500 0 1, 500

佐賀県農業信用基金協会出資金 550 0 550

佐賀県畜産公社入会預り 金 720 0 720

佐賀県地域福祉振興基金出資金 2, 209 0 2, 209

佐賀東部水道企業団出資金 330, 791 163 330, 954

佐賀県土木建築技術協会出捐金 66 0 66

佐賀県アイ バンク 協会出捐金 80 0 80

甘木鉄道( 株) 出資金 3, 000 0 3, 000

佐賀県防犯協会出捐金 161 0 161

さ が緑の基金出捐金 2, 354 0 2, 354

( 株) 久留米リ サーチ・ パーク 出資金 1, 000 0 1, 000

佐賀県国際交流協会出捐金 1, 285 0 1, 285

佐賀県臓器バンク 出捐金 227 0 227

佐賀県暴力追放運動推進センタ ー出捐金 1, 707 0 1, 707

0 59

0 900

佐賀県環境ク リ ーン財団出捐金 398 0 398

佐賀県畜産協会入会預り 金 59

合　 　 　 　 　 　 計 351, 658 163 351, 821

佐賀県地域産業支援センタ ー出捐金 101 0 101

地方公共団体金融機構出資金 900

㈱まちづく り 基山出資金 50 0 50
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　 区　 　 　 　 　 　 分
前年度末
現 在 高

決算年度中
増　 減　 高

決算年度末
現　 在　 高

備品番号

車両運搬具 (消防ポンプ自動車) 2 2 AG1608-3 ・ 5
　　〃　　     (小型動力ポンプ積載車) 7 7 AG1608-11外
　　〃　　     (広報用パトロール車) 1 1 AG1605-1
車両運搬具 (軽自動車)
　　〃　　　トヨタ軽トラック 1 1 39340
　　〃　　　スズキエブリ 1 1 37977
　　〃　　　スズキエブリ 1 1 37979
　　〃　　　スズキエブリ 1 1 38158
　　〃　　 ハイゼット 1 1 30395
　　〃　　 三菱ｅｋワゴン 1  1 G1605-1
　　〃　　 ステラ 1 1 G1605-2
　　〃 　  スズキエブリ 1 1 30394
　　〃　   スバルサンバー 1 1 30606
 　 〃 　  ダイハツタント 1 1 32945
 　 〃 　  ダイハツハイゼット 1 1 32998
 　 〃 　  ホンダＮ-ＢＯＸ 1 1 32997
　　〃 　  スズキキャリイ　 1 1 33757
　　〃　　 ダイハツミライース　 1 1 33818
　　〃　　 ダイハツキャブオーバー 1 1 33838
　　〃　　　三菱eKクロスEV 0 1 1 39965
車両運搬具 (普通自動車)
　　〃 　  トヨタスプリンター 1 △ 1 0 B1606-6
　　〃 　  給食配送車（トラック） 1  1 T1606-1
　　〃 　  ホンダインサイト 1  1 G1607-3
 　 〃 　  トヨタプリウス 1  1 G1607-4
 　 〃 　  トヨタプリウス 1  1 G1607-5 
 　 〃 　  マツダデミオ　 1 1 31692
 　 〃 　  日産リーフ　 0 1 1 39966
機械器具 (石鹸製造機) 1 1 B1506-1
機械器具 (金属検出機）ジビエ処理施設 1 1 34169
機械器具 (乗用草刈機) 1 1 35348
機械器具（雨量計） 1 1 39327
冷暖房具類 (空調設備) 1 1 AK1102-1
表示用器具 (労働情報ターミナル) 1 1 AK0505-2
事務用機器 (会議用マイク機器設備) 1 1 AK1004-1
書架・箱類 (耐火金庫） 1 1 AK0201-1
事務用機器 (投票用紙読取分類機） 3 3 35207・ 35208外

　　〃　　（開票集計システムソフト） 1 1 39205
　　〃　　（自書式読取分類機） 0 1 1 39951
　　〃　　（選挙投票管理システム） 0 1 1 39952
　　〃　　（レジスター） 0 1 1 39971
　　〃　　（マイナンバーカード申請補助端末） 1 1 38732
　　〃　　（図書消毒器具） 1 1 39194
　　〃　　（カードプリンター:マイナンバーカード等印字） 1 1 36391
　　〃　　（仮想化基盤サーバ） 1 1 38174
　　〃　   (蓄犬管理システム) 1 1 B0304-143
  　〃　  （地域イ ン ト ラ ネッ ト サーバー等一式） 1 1 G0301-37外
  　〃   　（地域イ ント ラ ネッ ト プロ キシサーバ） 1 1 G0301-232
　  〃   　（DNSメールサーバ） 1 1 G0301-233
　  〃   　（基山町HP更新システムソ フ ト ） 1 1 G0304-45
　  〃   　（ファイルサーバシステム） 1 1 30397外
　  〃   　（健康管理等システム） 1 1 30292外
　  〃   　（セキュリティー管理ソフト） 1 1 31991
　　〃     (IC旅券用交付窓口端末機） 1 1 B0304-148
　　〃   　(保健指導業務支援ソフト) 1 1 B0304-149

２ 　 物品（ 令和４ 年度・ 50万円以上）

-55-



　 区　 　 　 　 　 　 分
前年度末
現 在 高

決算年度中
増　 減　 高

決算年度末
現　 在　 高

備品番号

　　〃     (国保調交システム) 1 1 B0304-150
　  〃     (要援護者支援システム ソフト） 1 1 B0304-178
　  〃 　  (要援護者支援システム ハード） 1 1 B0301-60外
　  〃 　  (セキュリティーゲート） 1 1 32866
　  〃　   （選挙投票管理システムパソコン） 13 13 33507～33519
　  〃　  （シュレッダー） 3 3 33817外
　　〃   　（ＬＧＷＡＮ連携サーバ） 1 1 34883
　　〃　   （デジタルサイネージ） 1 1 34884
　　〃　   （無停電電源装置） 1 1 35445
　　〃　   （ファイルサーバ） 1 1 35446
被服及び寝具類 (着ぐるみ） 1 1 32291
　　〃　　 (寝台） 12 12 34406外
健康管理事務機器 (トレットミル） 1 1 BK0813-1
　　〃　   (歯科ユニット） 1 1 BK1403-4
　　〃　   (全自動身長体重計） 1 1 BK1404-1
機械器具（視力検査機器） 0 1 1 39626
運動厚生用具 (サッカーゴール） 1 1 SH0807-1
　　〃　   （ぺロットスプレーガン） 1 1 SH0818-1
　　〃　   （バスケットゴール） 1 1 SI 0805-1
　　〃　   （綱引きレーンマット） 1 1 SI 0813-178
　　〃　   （テクノジムローテック） 1 1 SI 0813-185
　　〃　   （テクノジムバイクレース） 1 1 SI 0813-194
　　〃　   （ショルダープレス） 1 1 SI 0813-196
　　〃　   （レッグカール） 1 1 SI 0813-200
　　〃     (アドミナルクランチ） 1 1 SI 0813-201
　　〃     （ローワバッグ） 1 1 SI 0813-202
　　〃　   (フィットネスローラー） 1 1 SI 0813-218
　　〃　   （ウエルネスエキスパート) 1 1 SI 0813-222
　  〃　   (トレーナーソフトウエアー） 1 1 SI 0813-223
　　〃   　（ジムシステムハード１式） 1 1 SI 0813-227
　　〃　   （システムプール） 1 1 BA0812-5
　　〃     （レッグプレス) 1 1 33917
　  〃     （ランニングマシン) 1 1 33918
　  〃     （チェストプレス) 1 1 33919
　  〃     （ランニングマシン) 1 1 33939
　　〃     （コンビネーション遊具） 1 1 34371
　　〃     （クライム遊具） 1 1 34372
　　〃     （クッションブロック） 1 1 34381
　　〃     （エッグマット） 1 1 34382
　　〃　   （アークトレーナー） 1 1 34777
　　〃   　（レッグカール） 1 1 34778
　　〃　   （ランニングマシントレッドミル） 1 1 34779
機械器具 (自動券売機） 1 1 SI 0304-1
　　〃    　（グランドローラー） 1 1 SD1609-1
生涯学習機器（情報システム） 1 1 Z0304-2
　　〃　    （松羽目ドロップ） 1 1 Z1818-190
　　〃　    （スケーリングタワー） 1 1 Z0818-213
　  〃　    （液晶ビデオプロジェクター） 1 1 Z1004-14
 　 〃　    (マルチメディヤプロデクター） 1 1 SI 0702-1
音響照明器具（ラインタンブラー） 1 1 Z1004-99
　　〃    　（ミキシングコンソール） 1 1 Z1004-104
　　〃    　（調光操作システム） 1 1 30401外
　　〃    　（議場音響システム） 1 1 30561外
　　〃    　（大ホール音響システム） 1 1 31008外
厨房用具類 (清浄度測定器） 1  1 T0510-5
　　〃  　  （フ－ドカッタ－） 1  1 T1304-41
　　〃  　  （真空包装機）ジビエ処理施設 1 1 34185
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　 区　 　 　 　 　 　 分
前年度末
現 在 高

決算年度中
増　 減　 高

決算年度末
現　 在　 高

備品番号

　　〃  　  （冷凍庫）ジビエ処理施設 1 1 34189
衛生用具類 (図書消毒機） 1 1 32879
学校教材等 (放送設備一式） 1 1 18-20
学校教材等 (電子黒板） 44 44 30404外
学校教材等 (バリトンサックス） 1 1 36047
学校教材等 (グランドピアノ） 1 1 31307
学校教材等 (バスクラリネット） 1 1 34679
情報教育用 (パソコン40台・周辺機器一式） 1 1 18-109外
情報教育用 (パソコン教室用システム40台） 1 1 31209外
消火器具 (小型動力消防ポンプ  9部) 1 1 AG2201-260
　 〃　　 　(小型動力消防ポンプ 女性部) 1 1 AG2201-262
　 〃　　 　(小型動力消防ポンプ  2,5,7部) 3 3 30227～30279
　 〃　　 　(小型動力消防ポンプ  3,8部) 2 2 30712～30713
　 〃　   　(手動式油圧コンビツール) 9 9 31831外
　 〃     　(小型動力消防ポンプ(Ｂ2級) 1 1 34143
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３ 　 債権 （ 令和４ 年度） （ 単位： 千円）

前年度末
現 在 高

決算年度中
増 減 高

決算年度末
現 在 高

7, 529 △ 675 6, 854

0 0 0

0 0 0

7, 529 △ 675 6, 854

４ 　 基金
 一般会計 （ 令和４ 年度） （ 単位： 千円）

前年度３ 月末
現在高

決算年度中
増減高

決算年度３ 月末
現在高

802, 588 140, 033 942, 621
　 現　 金 385, 588 417, 033 802, 621

 債務（出納閉鎖期間中の繰出金） 0 140, 000 140, 000
 債権（出納閉鎖期間中の積立金） 417, 000 △ 417, 000 0

101, 035 0 101, 035
　 現　 金 954 100, 081 101, 035
 債務（出納閉鎖期間中の繰出金） 0 0 0

 債権（出納閉鎖期間中の積立金） 100, 081 △ 100, 081 0

908, 376 242, 063 1, 150, 439
　 現　 金 791, 376 117, 063 908, 439

 債務（出納閉鎖期間中の繰出金） 0 0 0
 債権（出納閉鎖期間中の積立金） 117, 000 125, 000 242, 000

219, 843 0 219, 843
　 現　 金 6, 716 0 6, 716
　 有価証券（ 国債） 213, 127 0 213, 127

1, 917 30, 000 31, 917

101, 397 0 101, 397
　 現　 金 3, 106 0 3, 106
　 有価証券（ 国債） 98, 291 0 98, 291

40, 000 0 40, 000

22, 675 895 23, 570
　 現　 金 22, 482 718 23, 200
 債権（出納閉鎖期間中の積立金） 193 177 370

355, 118 20 355, 138
　 土　 地 66, 412 0 66, 412
　 現　 金 288, 685 41 288, 726
 債権（出納閉鎖期間中の積立金） 21 △ 21 0

3, 801 72 3, 873
　 現　 金 5, 980 △ 307 5, 673
 債務（出納閉鎖期間中の繰出金） △ 2, 179 379 △ 1, 800

 債権（出納閉鎖期間中の積立金） 0 0 0

1, 090, 150 △ 76, 702 1, 013, 448
　 現　 金 1, 035, 991 54, 188 1, 090, 179

 債務（出納閉鎖期間中の繰出金） △ 395, 480 △ 107, 850 △ 503, 330
 債権（出納閉鎖期間中の積立金） 449, 639 △ 23, 040 426, 599

12, 875 5, 024 17, 899
　 現　 金 0 12, 876 12, 876
 債務（出納閉鎖期間中の積立金） 12, 875 △ 7, 852 5, 023

7, 215 3, 670 10, 885
　 現　 金 0 7, 215 7, 215
 債務（出納閉鎖期間中の繰出金） △ 880 438 △ 442

 債務（出納閉鎖期間中の積立金） 8, 095 △ 3, 983 4, 112
3, 666, 990 345, 075 4, 012, 065

 特別会計 （ 令和４ 年度） （ 単位： 千円）

前年度３月末現在高 決算年度中増減高 決算年度３月末現在高

312, 332 △ 1, 592 310, 740

　 現　 金 312, 332 △ 1, 609 310, 723
 債権（出納閉鎖期間中の積立金） 0 17 17

3, 000 0 3, 000

315, 332 △ 1, 592 313, 740

　 福祉振興基金

　 教育施設整備基金

　 財政調整基金

内　 訳

　 減債基金

　 公共施設整備基金

内　 訳

内　 訳

内　 訳

区　 　 　 　 分

　 育英資金貸付基金貸付金

　 国民健康保険高額療養費
  資金貸付基金貸付金

　 土地開発基金貸付金

区　 　 　 　 分

合　 　 　 　 計

内　 訳

　 文化及び体育振興基金

　 ふるさ と ・ 水と 土保全基金

　 育英資金貸付基金

　 土地開発基金

内　 訳

内　 訳

　 内　 訳

　 国民健康保険財政調整基金

合　 　 　 　 　 計

　 まちづく り 基金

内　 訳

　 ふるさ と 応援寄附基金

内　 訳

合　 　 　 　 　 計

区　 　 　 　 分

内　 訳

　国民健康保険高額療養費資金貸付基金

　 地域優良賃貸住宅基金

　 内　 訳

　 森林環境譲与税基金
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Ⅴ． その他 
 

 地方公共団体の財政の健全化や再生の必要性を 判断する ために４ つの財政指

標「 健全化判断比率」 と 公営企業の経営状況を 示す「 資金不足比率」 を 報告し

ます。 ご参照く ださ い。  

 

健全化判断比率と 資金不足比率 

 

平成 19 年６ 月に「 地方公共団体の財政の健全化に関する 法律」 が公布さ れ、 地方公共団体は平

成 19 年度決算から 財政の健全化や再生の必要性を 判断する ために４ つの財政指標「 健全化判断比

率」 と 公営企業の経営状況を 示す指標「 資金不足比率」 を 議会に報告し 、 公表するこ と が義務付け

ら れまし た。  

  健全化判断比率が１ つでも 早期健全化基準を 超えた場合は財政健全化計画を 策定し 自主的な改

善努力によ る 財政健全化に取り 組まなければなり ません。 ま た資金不足比率が経営健全化基準を

超えた場合は経営健全化計画を 策定し 、 経営の健全化を 図る こ と になり ます。  

基山町の令和４ 年度決算においては、 全ての指標において国の基準である 早期健全化基準・ 財

政再生基準・ 経営健全化基準の基準内と なり 、 財政状況は健全に運営さ れている と 判断さ れます

が、 自主財源の確保や事務事業の見直し によ り 、 一層の財政健全化に努めてまいり ます。  

 

令和４ 年度決算に基づく 健全化判断比率 

 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

基山町 － － 7. 0％ － 

早期健全化基準 15. 00％ 20. 00％ 25. 0％ 350. 0％ 

財政再生基準 20. 00％ 30. 00％ 35. 0％ － 

※実質赤字比率、 連結実質赤字比率及び将来負担比率は、 該当がないこ と から「 －」 表示と なり ま

す。  

 

令和４ 年度決算に基づく 資金不足比率 

 資金不足比率 

下水道事業会計 － 

経営健全化基準 20. 0％ 

※資金不足比率は、 該当がないこ と から 「 －」 表示と なり ます。  

 

用語解説 
◎実質赤字比率 

一般会計等を 対象と し た実質赤字額の標準財政規模に対する 比率です。  

◎連結実質赤字比率 

全会計を 対象と し た実質赤字額又は資金不足額の標準財政規模に対する比率です。  

◎実質公債費比率 

標準財政規模に対する 公債費や公債費に準ずる 経費等（ 一部事務組合の公債費に対する 負担金

や公営企業の公債費に対する 繰出金等） の占める 割合の過去３ 年間の平均です。  

◎将来負担比率 

一般会計等が将来負担すべき 実質的な負債の標準財政規模に対する 比率です。  

◎資金不足比率 

公営企業会計ごと の資金の不足額の事業規模に対する 比率です。  
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